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はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」の終了時評価報告書

であり、NEDO 技術委員・技術委員会等規程第 32 条に基づき、研究評価委員会において設

置された「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」（終了時評価）分科会

において評価報告書案を策定し、第 77 回研究評価委員会（2024 年 8 月 8 日）に諮り、確

定されたものである。 
 
 
 

2024 年 8 月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 

 
● 分科会（2024 年 6 月 6 日） 

公開セッション 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの説明・詳細説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの補足説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 

 
● 第 77 回研究評価委員会（2024 年 8 月 8 日） 
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第１章 評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

１．評価コメント 
１．１ 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

本事業では、2030 年までにトータルコスト 30%以上削減を目指すアウトカム実現に向

けて、再生可能エネルギー熱（再エネ熱）を収集する技術から、ヒートポンプをはじめと

する変換技術、再エネ熱の活用技術まで、上流から下流までの要素技術を一括したシステ

ム化技術、さらには地域の特性に合わせた技術として研究開発を進めてきた。また、エネ

ルギー白書等の情報及び政策的な動向、社会的なニーズなどの社会環境並びに研究開発に

よる効果も考慮して適切にアウトカム達成への道筋に係る工程の精査を実施してきた。さ

らに、再エネ熱の社会普及や社会実装においては、重要なステークホルダーである地方自

治体のニーズも踏まえ、共通基盤技術の業界団体を通じた情報提供、利活用や規格化・標

準化といった必要な取組がなされてきた。再エネ熱利用促進協議会が組織されるなど関連

事業者向けの教育・広報に対しても成果を上げている。 
知的財産・標準化戦略においては、地中熱利用システム、太陽熱等利用システムについ

て各実施者にオープン／クローズを選択させ、共通基盤技術開発（委託事業）では、開発

したツールを公開するなどの成果をオープンとした戦略は、適切な整理といえる。 
一方、地中熱利用を広く普及させるためには、クローズされている知財等の情報や技術

についても可能な範囲で社会還元していくことが望まれる。 
今後は、再エネ熱を単に拡大させるということだけではなく、他の技術と比較したター

ゲットの明確化や普及戦略の策定が重要になると考えられる。また、技術的成果を実装す

る上で地方自治体の理解や関与が重要と考えられることから、自治体との協力関係の構築

を期待する。加えて、熱利用にヒートポンプは欠かせない技術であることから、低 GWP※

冷媒への転換に対する配慮、また、ヒートポンプ機器の性能やコストに大きな影響を与え

る冷媒の動向にも留意して研究開発する必要がある。 
※GWP：Global Warming Potential（地球温暖化係数） 

 
１．２ 目標及び達成状況 

アウトカム目標は、ユーザーへのアンケート結果に基づき投資回収年を許容できる 8 年

に設定し、市場拡大による量産化、企業間競争、さらなる技術改善を促進することにより

トータルコスト 30%以上低減とするもので妥当であった。また、研究開発テーマ毎にアウ

トカム目標達成の見通しが具体的に行動計画として示されており、事業として全体的には

目標達成が見込まれていると考える。 
アウトプット目標は、研究開発テーマ毎に根拠に基づいて設定され、ほぼ目標は達成さ

れていたと評価できる。副次的成果としては、CO2排出量の削減に貢献し、一部のテーマ

でトータル熱供給システムを ZEB※に適応させている。論文発表や学会での口頭発表など

も十分に行われ、特許出願についてもオープン・クローズ戦略や実用化・事業化の計画も

踏まえて適切に実施されていた。 
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一方、トータルコスト目標について明確な数値目標を設定していることは評価できる

が、課題もあると考える。コストダウンが進んでいかない本質的な要因分析をするために

は、ランニングとイニシャルコストに分けた評価を引き続き継続いただきたい。特にラン

ニングコストについては、その用途や利用地域による利用条件によって性能改善効果等を

きめ細かく設定することも必要であると考える。また、トータルコストが低減されること

は実証されたものの、システムを構成する一部の機器について製品化には至っていないた

め、なかなか普及は進まないことも予想される。 
アウトプットをアウトカムに繋げるためには、ツール間の連携など維持管理していく体

制まで早めに明確化することが期待される。 
今後は、今回開発及び実証されたシステムの実例を増やし報告する場を活性化させるこ

とで普及に弾みがつくこと、また、コストダウン以外に CO2 排出量削減などの副次的成

果も積極的に PR されることも期待したい。 
※ZEB：Net Zero Energy Building 

（年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナスの建築物） 
 
１．３ マネジメント 

実施体制においては、実証事業（助成事業）では、上流から下流までの多様な業種のプ

レーヤーがコンソーシアム体制に組まれ、事業化を目指すうえで効果的な体制であった点

や、共通基盤技術開発（委託事業）では、共通基盤技術 WG における事業者間の情報共

有・連携や、業界団体との意見交換・連携が図られていた点で、評価できる。また、採択

プロセスでは、プロジェクトが適切に行われるよう必要に応じて採択条件を加えながら審

査が実施されていた点は適切であった。さらに、研究開発データの利活用や提供方針は、

知財戦略に沿った適切なものであった。 
進捗管理においては、地中熱利用のプロジェクトにおける網羅的なテーマが採択されて

おり、研究開発テーマ間でデータを共有し、研究開発の進捗が適切に図られていた。 
今後は、熱分野では、エネルギー需要が大きく、ヒートポンプでの対応が難しい寒冷地

や産業部門の脱炭素化手段の確立が重要になってきており、NEDO が関連部門とも連携

して引き続き、技術開発に取り組んでいただきたい。事業化に向けては、コンソーシアム

のメンバーが中心となって開発した技術の普及や技術移転を推し進めていただくことを

期待する。 
最後に、次の事業の「再生可能エネルギー熱の面的利用システム構築に向けた技術開発」

では、コストダウンに向けてボトルネックとなっている要素やシステム化技術を明確にし

て、技術開発を進めていただくことを望む。 
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（参考）分科会委員の評価コメント 
１．１ 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

＜肯定的意見＞ 
・ 本プロジェクトは、コストダウンを図りながら、再生可能エネルギー熱を基盤収集

技術から、ヒートポンプをはじめとする変換技術、さらには、最終端での活用技術

まで上流から下流までをも一括したシステム化技術として、さらに地域の特徴に合

わせた技術として研究開発を進めている。これらは、大いに評価できる。特に研究

開発項目としては、再生可能エネルギー熱として普及促進が大いに期待される地中

熱利用システムと太陽熱利用システムに注目し、低コスト化、高効率化を実現する

技術を基礎技術からシステム化技術まで明確化することによって 2023 年までにト

ータルコスト 20%削減するように設定し、これをもとに製品化に向けた課題を明確

化することによって 2030 年までにトータルコスト 30%削減しようとするアウトカ

ム実現に向けた道筋は明確である。さらに、普及促進のために必要となる設計や評

価に必要なツールまで開発し、広く公開していくことによって、コスト高等のため

に導入を躊躇するユーザーにも容易に活用できる技術を構築し、これに加えて、技

術の評価方法や設計ツールを構築することによって、技術の高度化、低コスト化を

実現しようとし、2023 年までに技術を確立するとともに、2030 年までに規格化、

標準化に向けて活動することによってそれを実現しようとするアウトカム目標も

明確である。これらは、今後の再生可能エネルギーの普及への効果は絶大であり、

高く評価できる。 
・ 知財標準化戦略としては、地中熱利用システム、太陽熱等利用システムについては、

各実施者に応じてオープン・クローズ選択をさせ、共通基盤技術開発は、オープン

とする戦略は、明確である。 
・ 社会実装に向けて実務家の教育・広報が重要である。本プロジェクトを通じて再エ

ネ熱利用促進協議会が組織されたことは一つの成果と考えられる。再エネ熱の普及

のために活用されることを期待する。 
・ 開発したツールの公開など、共通基盤技術開発の成果をオープン化する取り組みの

準備が進められている点は評価できる。 
・ 再生可能エネルギー熱の導入拡大に向けて、低コスト化という目標の他に、共通基

盤技術については業界団体を通じた情報提供、利活用や、規格化・標準化といった

必要な取組が示されている。前事業の「再生可能エネルギー熱利用技術開発」を踏

まえて、より実用化を見据えた取組が実施されている。 
・ 共通基盤技術開発の成果は広く公開し、その他の実証事業は、助成事業であること

も踏まえて、各事業者に応じてオープン及びクローズ戦略を選択することになって

おり、適切な整理と思われる。 
・ NPO 法人地中熱利用促進協会でも成果の活用に向けた議論が行われているとのこ

とで、アウトカム目標の達成に資する取り組みと考える。研究開発テーマ毎に事業

化に向けた行動計画が策定されており、自立して普及拡大する道筋が検討されてい
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る。中間評価の提言を反映して、次期プロジェクトの立ち上げにつながっている。 
・ 研究開発項目 1、2 については、オープン領域とクローズ領域を明確化し、クロー

ズ領域については特許出願および権利化した事例がある。研究開発項目 3 について

は、成果を広く公開するとの方針に基づき、成果の公開や技術移転、規格化を進め

る計画としている。 
・ アウトカム達成までの道筋の見直し工程において、各種エネルギー白書等のデータ

や情報、政策的な動向、社会的なニーズなどの社会環境や研究開発による効果も考

慮して適切に実施している。とくにプロジェクト進行中に策定された第６次エネル

ギー基本計画への対応など、アウトカム達成への道筋に係る工程の精査を時機を逃

さず適切に実施している。再エネ熱の社会普及や社会実装には、地方自治体も重要

なステークホルダーであることから、情報収集や情報交換を通じて地方自治体のニ

ーズ（地方再生、地域レジリエンス、地域熱供給等）も踏まえ、「アウトカム達成ま

での道筋」の適切な見直し（維持を含む）や情報発信をしている。 
・ 本研究開発においては、新規の技術開発、社会的インパクトが大きい開発など社会

的にも価値のある多数の成果が挙がっており、それらに対する知的財産の取り扱い

も適正に行われている。将来的な国内外での事業化や社会実装を図るうえで、知財

のオープン化、クローズド化の判断が重要であり、本研究開発においては、外部環

境の変化等も踏まえ適切に判断実施がされている。さらに海外への事業展開が期待

できるものについては、海外特許の取得なども想定されており、研究開発成果の今

後の事業化に資する適切なものである。標準化、規格化については、様々な種類や

段階があるが、研究成果ごとに戦略的に適切に判断されている。 
・ 地中熱利用システムの普及に向けて、導入コストのネックになっている地中熱交換

器の設置コスト低減手法等が示された。地中熱交換器設計手法及び採熱量把握につ

いて、データベースの利用や道筋が示された。共通基盤技術開発では、設計に必要

なデータベース、より実用的な TRT 試験方法、オープンループ方式も含む設計ツ

ールの開発といった多面的な取組が行われ、成果を上げた。 
・ 共通基盤技術開発における成果物は広く公開され、今後の人材育成にも言及してお

り期待できる。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ トータルコストをアウトプットとして 2023 年までに 20%削減、アウトカムとして

2030 年までに 30%以上削減する明確な数値目標を設定していることは、評価でき

る。一方で、改めて絶対的なコストについても吟味が必要であろう。本プロジェク

トでもその利用先の大半は空調、給湯であり、ユーザーがそれらにかけられるコス

トは限定的なのが通例だからである。たとえコストダウンが進んでも、再生可能エ

ネルギー熱を用いていないがすでに活用されている技術に対して、コストの乖離が

大きければ、その普及は進まないであろう。再生可能エネルギー熱は、エネルギー

源側、用途側の温度レベルなどによって、効率が大きく異なる。効率はそのまま、
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ランニングコスト等に跳ね返るため、その用途や利用地域による利用条件によって

性能改善効果等をもう少しきめ細かく範囲を設定し、目標を変えてもよいと考える。

地域ごとに目標マップなど作れないだろうか？共通基盤技術を有効活用して、再生

可能エネルギー熱の利用効果がどこに、どの程度あるのか、より分かりやすく社会

に広めていく必要があると思われる。現在、低 GWP 冷媒への転換が進んでいる。

今後の冷媒は、可燃性を有するものがほとんどである。この場合には、ヒートポン

プの熱輸送方法等従来技術が使えなくなる可能性も有する。これらについては、適

宜配慮が必要である。 
・ 地中熱利用システム、太陽熱等利用システムについては、各実施者に応じてオープ

ン・クローズ選択をさせるようになっているが、その基準をもう少し明確にした方

がよかったのではないか？特許化するところと完全非公開のところが今一つ区別

が分からない。特許化できない理由づけになってしまっている気もする。共通基盤

技術開発については、アウトカム実現までの道筋がまだあいまいと感じている。規

格やソフトウエアの標準化に向けて NEDO のサポートも必要ではないか？  
・ 技術的成果を実装する上で地方自治体の理解や関与が必要と思われるが、アウトカ

ムがコストダウンの視点になっているので、自治体との協力関係が引き出せていな

い。 
・ 特許は必ずしも多くはない。技術的成果が保護されつつ情報公開されることが促進

されるとよい。 
・ 本事業開始時点と比較すると、現在は、脱炭素化の政策検討が進んできている。今

後は、再エネ熱を単に拡大させるということだけではなく、他の技術と比較したタ

ーゲットの明確化や普及戦略の策定が重要になると思われる。 
・ 共通基盤技術開発は業界団体を通じた普及が期待されているが、NEDO でも普及の

後押しを進めて行くことを期待する。 
・ 事業化に向けた行動計画の実施について、個別に継続的な支援をされることを望む。

NEDO が直接支援する必要はなく、スタートアップ技術シーズの事業化を支援する

ようなプログラムへ引き継ぐ形でもよいと考える。 
・ 再エネ熱の社会普及や社会実装において、国や地方自治体も重要なステークホルダ

ーになると考えられる（例えば、国や地方自体体が所管する数多くの公共施設への

再エネシステムの導入や地域住民への再エネの導入支援など）。そのため、今後の技

術開発プロジェクトにおいても本プロジェクトと同様に、地域連携や行政との情報

交換など意識し、社会ニーズも踏まえて再エネ熱に関するアウトカムの設定や技術

開発を進めて頂きたい。 
・ クローズされている知財等の情報や技術についても、将来的な特許化による技術公

開（特許公報等）に加えて、特許化されないものについても、再エネ熱普及や社会

実装の観点から、ガイドラインやマニュアルを作成する際に可能な範囲で、社会還

元して頂きたい。 
・ 再生可能エネルギー利用を実効性のあるものにするためには、需要と供給の時間的
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ズレや量的ズレを考慮する必要があり、そのためのバッファが必須であると思われ

る。今後は、そうした調整機能も含めた研究開発も望まれる。再生可能エネルギー

の熱利用にヒートポンプは欠かせない。ヒートポンプ機器の性能やコストに大きな

影響を与える冷媒（の種類）にも着目して研究開発する必要がある。 
・ 研究開発項目 1 について、地中熱利用を広く普及させるために、実績データや設計

資料等は、論文発表や関係団体等におけるデータ公開のほか、事例説明会などを開

催するなど積極的なオープン戦略をとっていく必要があるのではないか。 
 

１．２ 目標及び達成状況 
＜肯定的意見＞ 
・ なかなか導入が容易ではない再生可能エネルギー熱に対して、アンケートを取り、

投資回収年として許容できる 8 年を設定して進めている。これによってトータルコ

スト削減 30%を明確化しているところは評価できる。また、研究開発項目 1、2 は

事業化を目指させ、3 については、実用化を目指させ、特にトータルコストとして

30%を見込ませていることはよい。費用対効果も十分に大きいことが分かる。上流

から下流までのプレーヤーが一体となったコンソーシアム体制で実施したことは、

評価できる。ZEB 建築としての技術として見せることで、ユーザー側にも導入を後

押しできている。 
・ アウトプット目標は、ほぼほぼ達成している状況である。一部◎まで出ていること

は評価したい。論文発表は十分に行われている。多くの講座等が開催され、人材育

成や認知度向上に効果があった。 
・ アウトカム目標は明確であり、事業者が具体的なコストダウンを実現することを期

待する。現場に応用することを通じて普及と同時にアウトカム目標を着実に達成し

てほしい。 
・ 最終的なアウトプット目標は達成されており、未達の目標はわずかであった。目標

のコストダウンが意識されて技術開発が進められた。 
・ 本事業で開発した技術の普及により、市場拡大による量産化、企業間競争、更なる

技術改善を促進することによりトータルコスト 30%以上低減を実現することとさ

れており、妥当と思われる。事業全体でアウトカム目標を達成できる見込みである。 
・ 一部を除き、おおむねアウトプット目標を達成している。帯水層蓄熱や天空熱源ヒ

ートポンプなど、世界的に見ても最先端の技術開発がなされていたと思われる。ま

た、これらの省エネ効果は非常に高いものであることが明らかになった。コスト低

減の目標だけでなく、今後の普及方策についても行動計画としてまとめることとな

っており、この点は非常によかった。 
・ ユーザーへのアンケート結果に基づきアウトカム目標が設定されており、再生可能

エネルギー熱利用の導入拡大に有効と考える。研究開発テーマ毎にアウトカム目標

達成の見通しが具体的に示されており、本プロジェクトとして総合的に目標達成が

見込まれる。 

1-6



 

 

・ 研究開発テーマ毎に根拠に基づいてアウトプット目標が設定されており、それぞれ

の目標を達成したことが定量的に示されている。副次的成果として ZEB を達成し

た施設が導入されており、CO2排出量の削減に貢献している。 
・ 本研究開発による見込まれるコスト低減効果や社会実装など社会的な影響も考慮

してアウトカム指標や目標値を、開発中も適切に精査している。アウトカム目標や

達成見込みについての評価において、コストを指標とする場合には物価変動や為替

変動、労働人口の変動等により絶えず影響を受けると考えられるが、このような影

響を細部まで考慮しすぎると、アウトカム指標や目標値の明確性や意味が薄れてし

まうため、本開発の指標や目標値の見直し（維持も含む）は十分妥当なものであり、

その達成の見込みは十分にある。 
・ 本研究開発は、最終目標を十分達成している。副次的性や波及成果として、人材育

成講座や学会の特別セッションでの情報発信、自治体への情報交換や情報発信など、

社会実装を進めるうえで、重要であり対象者ごとに最適な内容を積極的に発信され

たことは特筆すべき点である。論文発表や学会での口頭発表なども十分に行われ、

特許出願についても知財戦略のなかで精査し、価値ある出願をしている。さらに今

後特許出願も検討している成果物もあり、オープン・クローズ戦略や実用化・事業

化の計画も踏まえて適切に判断および実施されている。 
・ 小規模地中熱利用のネックになっている地中熱交換器の設置コストについて、空調、

給湯、融雪等を一体のシステムで構築し、トータルでコスト低減を図る試みは評価

できる。 
・ 地中熱利用に向いている（競合する空気熱源 HP よりも定性的に優れている）冬期

温熱需要に着目し、給湯やロードヒーティングと組み合わせたシステムの実証など

実用性が高い成果が得られた。太陽熱温水器を熱源に加え、複数の再生可能エネル

ギーを組み合わせて利用する着想は素晴らしく、実証建物において開発した技術を

検証した。共通基盤技術開発において、見かけの熱伝導率データベースの作成やそ

れを用いた設計手法の確立など、今後の設計に多変役立つ成果が得られた。共通基

盤技術開発では、ZEB、ZEH の普及に欠かせない WEB プログラムへの対応なども

行っており、普及見据えたアウトプットは大変評価できる。 
 

＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ トータルコスト 30%としているが、やはりイニシャルコスト削減の目標も明確にす

べきであろう。ランニングコストは、今回の戦争等で大きく変動しており、今後予

断を許さない状況だからである。ランニングとイニシャルコストは分けて評価をす

ることもご検討いただきたい。アウトプットが得られた後の絵姿がもう少し見えな

い。市場環境の好循環が得られるためには、さらなるコストダウンも必要であろう。

海外に比べてなかなかコストダウンが進んでいかない本質的な要因分析も必要と

思われる。2030 年の市場規模予想としては、これほどまでの再エネ熱が導入される

のかやや疑問も残る。マップなどもそろってきたので、そのような調査を今後進め
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てもよいのではないであろうか？ 
・ やはり特許出願が極端に少ないことが気になる。研究開発項目 1,2 においてオープ

ン・クローズ戦略をもう少し、明確にしてから取り組んだ方が出願件数を増やすこ

とにもつながるかと思われる。プロジェクト成果のある意味外部評価となりうる受

賞歴もないことも少々気になるところである。コスト比較のところで、どの技術を

ベースと比較しているのかがわかりづらい。数 10%もの削減もあるが、もともと高

すぎる日本の技術と比較してもあまり意味がないからである。本プロジェクトにお

いては、システム全体としてエネルギー取得のところから、活用段階まで総合的観

点から事業が進められたことは評価できる。しかし、個別機器の効果や結果的にシ

ステム全体としてどのような効果があったのかよくわからないこともしばしばあ

った。真に効果的技術がどれに当たるのか等評価しにくい点があったので個別機器

の効果の影響度を比率で表す等見せ方を工夫することも必要である。評価、設計ツ

ールも熱伝導推定、温泉水循環等も含めて、再生可能エネルギー熱全般について統

合評価が可能なツールの検討もされていることは評価できる。アウトカム実現のた

めに、維持管理していく体制についてまで早めに明確化することを期待する。ツー

ル間の連携等もきちんとできる体制がないとその効果が薄れてしまうと危惧する。 
・ アウトプットをアウトカムに繋げることは事業者側に任されており、見通しは必ず

しも明確でない印象がある。事業化に結びつけることを支援するあるいは検証する

何らかの仕組みが必要ではないか。 
・ 共通基盤技術は研究機関が担当したが、データの蓄積を通じた手法の改良や一般化

が求められる。研究機関の場合予算がないとさらなる進展が難しいことが懸念され

る。成果を普及させるためのモニタリングとサポートが必要と思われる。 
・ エネルギー基本計画における再生可能エネルギー熱の目標値は、長期エネルギー需

給見通し（2015 年）から更新されていないことから、目標値の妥当性については今

後精査が必要と思われる。 
・ テーマ毎の行動計画は、実施者ごとに一任されて作成されていた印象があり、分野

全体の普及戦略があるとよりよいと感じた。 
・ コストダウンにより施工品質や安全性がトレードオフになっていないことも確認

されることが望ましいと考える。 
・ ユーザーが再エネ熱を導入する動機はコスト以外にも多様化しているため、コスト

ダウン以外に CO2 排出量削減などの副次的成果も積極的に PR されることを望む。

近年、安定的に物価が上昇する傾向にあり、コストダウンを評価する上で物価の変

動を考慮する評価方法があればとよいと考える。 
・ 今後建築物省エネ法の適用範囲も広がり、より小規模な建築物においても脱炭素化

を目指すことになる。冷暖房と給湯（及び寒冷地においては融雪）を合わせたシス

テムとすることで、イニシャルコストを低減するとともにランニングコストも含め

たトータルコストも低減されることは実証されたものの、システムを構成する一部

の機器について製品化には至っていない。量産機として製品化されないとなかなか
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普及は進まない。製品化するためのハードルを見据えて、それを超える戦略を立て

る必要がある。 
・ 今回開発及び実証されたシステムについては、今後実例を増やし報告する場を活性

化させることで普及に弾みがつくことを期待したい。地中熱利用によるフリークー

リング効果の例にみられるように、外ブラインドなどパッシブな建築対応との組み

合わせが奏功する例などを積極的に発信できるとよい。共通基盤技術開発の成果で

あるデータベースや設計ツールは、今後、調査結果や実例調査などを通じて継続的

にアップデートを行うことにより、より精度の高いデータベースや使い勝手の良い

設計ツールとして普及していくことと思う。 
 

１．３ マネジメント 
＜肯定的意見＞ 
・ 熱利用技術は、質が悪く、エネルギー密度が低いほど、コスト高になってしまうよ

うな技術であり、その事業化は容易ではない。このような難しい技術であるにもか

かわらず、カーボンニュートラル実現のためには、必須技術でもある。このような

なかなか一企業がリスクを背負って実施するには厳しい技術であるため、NEDO が

技術開発を支援するのにふさわしい技術である。①システムインテグレーター、②

設計・コンサル、③低コスト機器開発、④低コスト施工がすべての事業できちんと

配置され、適切に運営がなされている。今後活用への期待が大きい地中熱利用技術

と太陽熱利用技術開発に力点を置き、さらに低コスト化に必要となる共通基盤技術

開発を通じてこれらの普及を目指す体制は評価できる。産学がオープン・クローズ

戦略に応じて適材適所に配置されていることころは、評価できる。採択審査も 4 回

にわたって行われるとともに、必要に応じて採択条件を加えながら、プロジェクト

が適切に行われるようにしている等採択プロセスも適切である。データの管理につ

いても適切に行われている。 
・ 上流から下流までかかわるコンソーシアム体制で実施され、適切に要素技術開発か

らシステム全体の開発まで網羅した形で行われている点は評価できる。年に数回技

術検討委員会や共通基盤技術 WG が開催されるとともに、コンソーシアム内会議や

NEDO 内会議が毎月行われているようであり、適切である。スケジュールも試作か

ら改良、実用化開発、実用化開発に向けて日程がきちんと組まれている中で適切に

実行されている。中間評価結果をきちんと受け止め、重要項目については、適切な

対応がなされている。学会等で積極的に成果発信をしていることは評価できる。 
・ 実施者は実用化に向けた技術開発を遂行したといえるが、事業化の推進については

今後の課題である。共通基盤に関して研究成果を公開する体制が準備されている点

は出口が意識されている。 
・ 最終的なアウトプット目標が達成されている。 
・ 実証事業では、上流から下流までのプレーヤーがコンソーシアム体制に組まれてい

た点を評価できる。共通基盤技術開発では、共通基盤技術 WG における事業者間の
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情報共有・連携や、業界団体との意見交換・連携が図られていた点を評価できる。 
・ 技術検討委員会や共通基盤技術 WG で進捗管理や、事業者間の連携促進が実施され

ており、適切にマネジメントされていたと思われる。 
・ 上流から下流までの多様な主体によるコンソーシアムが構築されており、事業化を

目指すうえで効果的な体制であった。 
・ 地中熱利用のプロジェクトにおける上流から下流まで網羅的なテーマが採択され

ており、総合的なコストダウンに有効であった。研究開発テーマ間でデータを共有

し、研究開発の進捗を図っていた。 
・ 実施者は、本開発が対象とする分野において高い実績をもつ研究者や技術者で構成

されており、本研究開発を実施する上で最適な構成となっており、各実施者がもつ

技術力及び実用化・事業化能力を発揮し、最大限の成果を出している。実施者間で

の連携や情報共有など NEDO 推進部（新エネルギー部）が大きな役割を果たし、

定期的な会議等を開催し、実施者間での情報共有やデータ共有などシナジー効果が

十分発揮できるように全体を管理した。個別事業の採択プロセスも妥当であり、適

切な研究開発体制の構築に寄与した。研究開発データの利活用や提供方針は、知財

戦略に沿った適切なものであり、研究の健全性や公正性の確保に取り組みも十分認

められる。 
・ アウトプット目標達成に必要な要素技術の開発は十分網羅され、各要素技術間での

連携も十分取れておりスケジュールも適切に計画されている。本研究開発期間中に

は、社会的にも”コロナ禍”の影響が大きい期間もあったが、関係者間の連携や全

体管理においてオンラインシステムなどを活用するなど目標達成に向けて十分尽

力され、最大限の研究開発成果に結びつけている。 
・ どのプロジェクトも実用化を見据えて実証実験を行い（実用に足る）成果を得た。

事業化についてさらなる研究開発が必要なプロジェクトもあるが今回の目標とし

てはおおむね達成できたのではないか。 
・ どのプロジェクトもスケジュールは遵守しており、それは良好なチームマネジメン

トの証左と見ることが出来る。共通基盤技術開発で開発した成果物（Ground Club）
を用いて個別プロジェクトの検討を行うなど前身事業との連携も取れている。 

 
＜問題点・改善点・今後への提言＞ 
・ 特に問題点等はない。近年会議体が増えすぎ、事業者が研究開発に十分時間が取れ

ない等の声が聞こえてくる。実施者が事業を進めやすい対応をきちんとしていただ

くことが重要である。事業者が十分に育っていない現状は依然続いている。数少な

い関連企業に取り組ませるだけでは、一気に再生可能エネルギー熱が広まるとは考

えにくい。関連が必要な多くのプレーヤーにメリットを感じさせるような行政的な

仕組み作りも必要であろう。 
・ 要素技術間で連携を取りながら進めていることは、理解できたが、その中でコスト

ダウンに向けてボトルネックとなっている要素やシステム化技術が一体何である
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のか、もう少し明確化されるとよい。これがなければ、次のプロジェクトで何を実

施すべきなのかが明確とならない。熱の面的利用についても長期にわたって検討が

なされてきている。改めて、何がボトルネックになるのか、今一度明確にし、技術

開発テーマの決め方を検討いただきたい。また、特に近年は DX が加速している。

きわめてアナログ的な熱利用技術においても例えば、DX(熱マネ等)を進めることに

よって、新たな進展などないであろうか？  
・ 共通基盤技術開発の成果について、他の助成事業実施者とのコミュニケーションが

あったのか不明。共通基盤技術なので、意見交換する機会があればフィードバック

を得られたのではないか。 
・ 動向・情勢変化への対応として、次期事業は「面的利用」に着目した新規プロジェ

クト立案がされており、これ自体はターゲットを明確化した点で評価できる。一方、

熱分野では、エネルギー需要が大きく、ヒートポンプでの対応が難しい寒冷地や産

業部門の脱炭素化手段の確立が重要になってきており、関連部門とも連携して引き

続き、技術開発に取り組んでいただきたい。 
・ 一部の機器開発において、着想は良いのに結果として製品開発が中断されているも

のがあり、残念だ。製品化（事業化）への課題を整理して機器開発を継続できると

良いと思う。 
・ 今後もコンソーシアムのメンバーが中心となって開発した技術の普及や技術移転

を推し進めていただきたい。 
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２．評点結果 
 

評価項目・評価結果 各委員の評価 評点 

1. 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

 (1)アウトカム達成までの道筋 A B A A A A 2.8 

(2)知的財産・標準化戦略 B A A A A B 2.7 

2．目標及び達成状況 

 (1)アウトカム目標及び達成見込み B B B A A B 2.3 

(2)アウトプット目標及び達成状況 B A B A A A 2.7 

3．マネジメント 

 (1)実施体制 A A A A A B 2.8 

(2)研究開発計画 B A A A A A 2.8 

 

≪判定基準≫ 

A：評価基準に適合し、非常に優れている。  

B：評価基準に適合しているが、より望ましくするための改善点もある。 

C：評価基準に一部適合しておらず、改善が必要である。  

D：評価基準に適合しておらず、抜本的な改善が必要である。  

（注）評点は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が数値に換算・平均して算出。 
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第２章 評価対象事業に係る資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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２．分科会公開資料 
次ページより、推進部署・実施者が、分科会において事業を説明する際に使用した資料を

示す。 
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参考資料１ 分科会議事録及び書面による質疑応答 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



研究評価委員会 

「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」（終了時評価）分科会 

議事録および書面による質疑応答 

 

日 時：2024 年 6 月 6 日（木）13：00～17：20 
場 所：NEDO（川崎）2301-2303 会議室（リモート開催あり） 

 
出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 
分科会長   齋藤 潔  早稲田大学 理工学術院 教授 
分科会長代理 秋澤 淳  東京農工大学大学院 工学研究院 先端機械システム部門 教授 
委員     高橋 渓  三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社 政策研究事業本部 

経済・産業ユニット 産業創発部 主任研究員 
委員     田中 雅人 ミサワ環境技術株式会社 広島本社 常務取締役 
委員     濱元 栄起 埼玉県環境科学国際センター 土壌・地下水・地盤担当 主任研究員 
委員     安田 健一 株式会社三菱地所設計 経営企画部 執行役員 経営企画部長 

 
＜推進部署＞ 
山田 宏之 NEDO 新エネルギー部 部長 
上坂 真(PM) NEDO 新エネルギー部 主幹 
馬場 恵里 NEDO 新エネルギー部 主任研究員 
片山 陽介 NEDO 新エネルギー部 主査 
彦坂 芳久 NEDO 新エネルギー部 主査 
近藤 洋裕 NEDO 新エネルギー部 主任 
鶴和 義和 NEDO 新エネルギー部 専門調査員 
松尾 純志 NEDO 新エネルギー部 主査 

 
＜実施者＞ 
桂木 聖彦 日本地下水開発株式会社 代表取締役社長 
山谷 睦 日本地下水開発株式会社 営業本部企画開発部 部長 
今田 和彦 日本地下水開発株式会社 技術本部設計部 担当部長 
伊藤 健大 日本地下水開発株式会社 技術本部設計部 主任 
新宮 紫苑 日本地下水開発株式会社 技術本部設計部 係 
柴 芳郎 ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 再生可能エネルギー研究所 会長 
駒庭 義人 ゼネラルヒートポンプ工業株式会社 再生可能エネルギー研究所 副主幹 
塩谷 正樹 鹿島建設株式会社 専任部長 
鶴見 隆太 日建設計総合研究所 研究員 
近藤 武士 日建設計総合研究所 主任研究員 
鵜飼 真貴子 名古屋大学大学院 環境学研究科 准教授 
長野 克則 北海道大学 工学院 空間性能システム専攻 教授 
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＜オブザーバー＞ 
千葉 恭男     経済産業省 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課  

課長補佐 
金地 隆志 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 技術評価調整官 
村中 祥子 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 課長補佐 
亀山 孝広 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 課長補佐 
浅野 常一 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 技術評価係長 
小林 義昭 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 評価企画係長 
渡辺 智 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 技術評価専門職員 
宝関 義隆 経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 技術評価専門職員 

 
＜評価事務局＞ 
山本 佳子 NEDO 評価部 主幹 
佐倉 浩平 NEDO 評価部 専門調査員 
宮代 貴章 NEDO 評価部 専門調査員 
板倉 裕之 NEDO 評価部 専門調査員 
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議事次第 

（公開セッション） 

１．開会、資料の確認 

２．分科会の設置について 

３．分科会の公開について 

４．評価の実施方法について 

５．プロジェクトの説明・詳細説明 

5.1 プロジェクトの説明 
5.1.1 意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 
5.1.2 目標及び達成状況 
5.1.3 マネジメント 

5.2 プロジェクトの詳細説明 
5.3 質疑応答 

 

（非公開セッション） 

６．プロジェクトの補足説明 

6.1 全体説明 
6.2 地中熱利用システムの低コスト化技術開発 

・ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄熱を利活用したトータル熱供給システムの研究開発 
6.3 太陽熱等利用システムの高度化技術開発 

・天空熱源ヒートポンプ（SSHP）システムのライフサイクルに亘るコスト低減・性能向上技術の開発 
6.4 高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発 

・見かけ熱伝導率の推定手法と簡易熱応答試験法および統合型設計ツールの開発・規格化 

７．全体を通しての質疑 

 

（公開セッション） 

８．まとめ・講評 

９．今後の予定 

１０．閉会  
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議事内容 
（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 
・開会宣言（評価事務局） 
・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 
・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。 
・出席者の紹介（評価委員、評価事務局、推進部署） 
 

【齋藤分科会長】 早稲田大学の齋藤と申します。専門は熱システムのダイナミックスや制御などの領域に

なります。本日は一日どうぞよろしくお願いいたします。 
【秋澤分科会長代理】 東京農工大学の秋澤と申します。私は、排熱利用のヒートポンプや太陽熱利用に関す

る研究をしております。よろしくお願いいたします。 
【高橋委員】 三菱UFJリサーチ＆コンサルティングの高橋と申します。私は、民間シンクタンクでエネル

ギー分野の調査研究を実施しており、熱利用に関しては10年ほど力を入れてやっております。どうぞ

よろしくお願いいたします。 
【田中委員】 ミサワ環境技術株式会社の田中と申します。弊社は地中熱を利用した設備の設計や施工をや

っており、私はその中でも地中熱利用の研究開発及び設計をやっています。本日はよろしくお願いい

たします。 
【濱元委員】 埼玉県環境科学国際センターの濱元と申します。私は、地域への地中熱普及という観点から、

地中熱ポテンシャルマップや実証試験等の研究を行っております。本日はどうぞよろしくお願いしま

す。 
【安田委員】 三菱地所設計の安田と申します。建築環境工学を専門としており、これまで大規模複合建築物

から 2 階建ての営業所まで建築設備設計を行ってきています。現在は設計事務所の経営企画を担当し

ておりますが、経産省の ZEB・ZEH-M 委員会等を通じ、カーボンニュートラルな社会の実現に向け

て微力ながら携わっています。どうぞよろしくお願いいたします。 
 
３．分科会の公開について 

評価事務局より資料2及び3に基づき説明し、議題6.「プロジェクトの補足説明」及び議題7.「全体を

通しての質疑」を非公開とした。 
４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より資料4-1～4-5に基づき説明した。 
５．プロジェクトの概要説明 

 意義・社会実装までの道筋、目標及び達成度、マネジメント 
推進部署より資料5に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

 
【齋藤分科会長】 ありがとうございました。 

それでは、ただいまの説明に対する御意見、御質問等をお受けいたします。田中委員、お願いします。 
【田中委員】 資料 5-1 の 16 ページのアウトカム達成までの道筋について、プロジェクト終了から市場拡

大、量産化によるコスト低減、あるいは共通基盤技術について、規格化・標準化に向けた活動が始まっ

ていくものと理解しました。今後のこういった活動について、NEDOとして何か継続して支援をされ
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る計画があれば教えてください。 
【上坂 PM】 事業終了後については、成果の発信ということで、毎年、「再生可能エネルギー世界展示会」

という展示会を通じ、プロジェクト成果を発表する機会があります。そこで実施者様に展示・発表をや

っていただくことがまず一つあると思います。またもう一つは、報道関係のプレスリリースといった

ものもそうですが、昨年度もございましたが、学会等を通じて、また、よりマーケットを広げる観点か

ら自治体様を含め、導入していただく権限をお持ちの方々にPRしていく部分もあると思っています。

一方、今回は地中熱のところに特化しましたが、規制のあるところに導入していく部分については、地

中熱利用促進協会様でも国交省といった所管官庁がお持ちのガイドライン等にどのように盛り込んで

いくことができるかといったところで、前向きかつ推進的に動いていただいています。加えて、NEDO
側でも同協会などとディスカッションをしながら、どのように成果を見せていくかについては継続的

に議論を行ってまいります。他方、実際のシステムとしては、他の機器売りと違い、よりオーダーメイ

ドなシステムだという認識を持っています。例えば先ほどお示しした過去プロジェクトでも少し実績

が出てきているように、直前のプロジェクトの成果はすぐに事業化にならずとも、その一部の掘削の

工法であるとか、機器システムの提案といったものだけでも少しずつ市場導入いただくことができる

とよいと考えます。金銭的なところで支援をするのは難しいところもありますが、ソフトの支援は引

き続き進めていきたいと思います。 
【齋藤分科会長】 それでは、秋澤分科会長代理、お願いします。 
【秋澤分科会長代理】 今の質問にも関連しますが、例えば以前の再エネ技術開発プロジェクトのアウトプ

ット後にアウトカムに至るまでの間には、恐らくNEDOのコミットがあったと考えるところで、具体

的にはどのようなことをされたのかを伺います。また、前の予算規模が43億円であり、今回は15億

円ということで半分下回っているわけですが、それは再エネ熱に対する予算の割当てが先細っている

のでしょうか。そのあたりの規模感、動向についても何かNEDOとしての見解及び方針があれば教え

てください。 
【上坂 PM】 再エネ熱をテーマとした一連の事業は、フェーズを持って段階的に進めてきたものとなりま

すが、前プロジェクトにおいては、再エネ熱に関してエネルギー基本計画でも 8 種類が示されている

ように、より広く再エネ熱の事例を作っていくところを主眼にやっていきました。その中で、実際に助

成事業に比べ、より事業化の部分のリードタイムは長くなる部分があります。先ほど説明したとおり、

過去プロジェクトの各テーマは、こういうシステムの再エネ熱の組合せの事業があるといったことを、

事例として広報的なパンフレットを作って紹介してまいりました。それを、そのまま同じものとはい

かないかもしれませんが、各地方の自治体様がお持ちの補助金において、設備導入の選択肢として

NEDOで実証したような設備を使っていただく、その一部を使っていただくといった点につなげてい

きたいというねらいで、成果を事例としてまとめています。一方、予算規模としては、前回は委託事業

ということで事業費負担がない分、テーマのフォーカスを絞り切れていなかった点もあるのですが、

そうした大きく打ち上げた形の事業に比べ、今回のプロジェクトは助成事業として、より確度の高い

テーマをフロントランナー的に事業者さんが実施したものという位置づけになります。財政面におい

ては、全体的に再エネ熱に対して拡充できかった点もあるかもしれませんが、より明確に支援するタ

ーゲットを絞ってやってきたことから、結果的に、予算規模を一部スリム化したような部分もあった

のではないかと思います。他方、共通基盤として、代表的な地中熱においても、より入口の設計段階と

いったところではコスト課題がまだあるといったことで、その点は委託事業で共通基盤として取り組

ませていただきました。その都度、国としてやるべき必要な予算に重点をシフトしており、熱版のFIT
のような形で再エネ熱をより投資的に呼び込めるような状況にはまだなっていないと個人的には思う

ところですが、その一つ前段として広く再エネ熱の事例を実証した段階と、今回はそこを絞ってより
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フロントランナーの効果を見せていくといったプロジェクトの違いがあると理解いただければ幸いで

す。 
【秋澤分科会長代理】 前回は委託事業が多く、今回は補助事業が重点的といった理解でしょうか。 
【上坂PM】 実証の開発項目に関しては助成事業ということで、実施者様に負担があったと形になります。 
【秋澤分科会長代理】 ありがとうございました。 
【齋藤分科会長】 それでは、安田委員、よろしくお願いします。 
【安田委員】 資料 5-2 の 6 ページについて伺います。今回、給湯も含めた地中熱利用ということで高齢者

住宅など給湯負荷のある施設についてとなっています。地中熱利用となると給湯負荷があるところが

非常に狙いどころとしてはよいと思いますが、ターゲットとして考えられる老建等、高齢者関連施設

というのは、実は 2000 年から 2005 年当たりに大量に造られており、少し調べると年に 30,000 室ほ

どになっています。そして、それら施設がリニューアル時期をまさに迎えます。そうしたところでは、

事業原簿にも書いてありますが、既存のオーナーにもぜひ普及をしていきたいところです。また、ファ

イナンスも含め、導入のスキーム等を提案できると普及に弾みがつくのではないでしょうか。それか

ら今の質問にもつながるのですが、そのあたりの戦略などをやっていくことで、例えば普及によるコ

ストの好循環といったアウトプットからアウトカムへの展開が図れると考えますが、そういったとこ

ろにつなげていく議論は既に行われているのでしょうか。 
【上坂 PM】 非常に現場のユーザーサイドとして状況を踏まえたご指摘を頂戴いたしました。我々もまだ

そこまで実際の現場ごとのリニューアル時期などを各業種、ターゲットで明確に整理できているわけ

ではありませんが、おっしゃるように今回、割と小規模な形での実証事例になっている側面もあると

思います。そこからよりターゲットを広げていくという意味での熱利用、また熱利用としての適切な

規模感を想定したときに、高齢者施設というものは、ホテル、病院といった大規模なものに比べるとよ

り適切であり、こういうテーマが非常に有望だと理解している次第です。一方、例えば新築を狙ってい

く、既存のリプレースを狙っていくといった市場戦略について、明確に何かイメージができているか

と言われると、そこは今後になります。ですので、そこについては、そういった想定を持ちながら、面

的に実証していく次のプロジェクトを進めたいと思います。その中でも、都市開発的にゼロから大規

模に構築するケースと、既設の施設に面的なスケールメリットを出していくケース、両面の成果から、

設計事務所であるとか、ゼネコンの方々の選択肢の一つになっていただけるようなアピールを目指し

たく思います。今回のプロジェクトではそういった成果までに至っていないかもしれませんが、次の

プロジェクトを行う上で、そうした観点及び情報を取りながらやっていきたいと思います。 
【安田委員】 ありがとうございます。関連して、設計する立場から申し上げます。今回行った個別の 

プロジェクトの中で地下水位のグラフに関して事前に質問をしましたが、それに対し回答として頂い

た具体的なデータというものが非常に有益だと思います。オープン・クローズ戦略も分かるのですが、

ノウハウのところは当然クローズでありながらも、地下の温度が実際に使ったらどのように変化する

というのは地域によってそれぞれ異なるわけですから、データが多いに越したことはないと考えます。

この後の基盤のところにもつながっていくのですが、そういったデータがあると、設計する立場から

見て「この地域でこういう実績がある。そうであれば、このぐらいを期待してやってみよう」といった

ところに進んでいくと思いますので、ぜひデータの公開を進めていただけたら幸いです。 
【上坂PM】 貴重な御意見をありがとうございます。実施者様を通じて出せる、出せない等はあると思いま

すが、そういったニーズがあるといった点で、よりマーケットが広がっていく可能性があり、情報を出

していくことは可能な範囲でできるものと考えます。ご指摘踏まえ、今後も研究開発を行っていきた

いと思います。 
【安田委員】 知財に絡むノウハウ等は構いませんが、例えば事前質問で出していただいたグラフ 3 枚を見
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ただけでも、実は冬よりも春のほうが低い温度と分かります。そうすると、季節的な温度というのは時

間遅れがあることをはじめ、夏を通じても年間で 5 度程度の変動で収まっていることが把握できるの

です。当然ながら条件は種々あるためケースバイケースにはなりますが、そういった実証のデータを

見ると設計意欲が非常に湧いてくるものですから、そういった公開できるようなデータはぜひ公開し

ていただけるとありがたいです。 
【上坂PM】 承知いたしました。 
【齋藤分科会長】 それでは、高橋委員、お願いします。 
【高橋委員】 私も熱利用のマーケット調査等をこれまでやってきていますが、日本の場合、温暖な気候、か

つ空気熱ヒートポンプエアコンのような非常に効率の高い機器も普及しているので、ターゲットを決

めて普及戦略を練っていくことは非常に重要と思います。その上で 2 点伺います。1 点目は、NEDO
としてこのプロジェクト及び今後を含め、どのようなターゲットとして再エネ熱を普及させていくの

か。そして 2 点目は、どちらかと言えば家庭用・業務用において業務用のターゲットが多かったよう

に理解しているのですが、それは事業を募集した結果によるものなのか、それとも、もともとそこをタ

ーゲットとして意識的に採択をしていったものになるのでしょうか。そのあたりを教えていただける

と助かります。 
【上坂PM】 1点目のマーケットとしてのターゲットですが、熱供給という全体で見たときに、過去のNEDO

プロジェクトにおいても、再エネ熱に限らない熱供給という意味で、都市供給的に大規模なテーマも

あったと思います。一方、再エネ熱を使っていくところにおいては、より地域特性という部分で、もう

少し小規模に今の機器であるとか再エネ熱の実証をしていく中で、プロジェクトの投資対効果といっ

たところにこだわり過ぎず大規模なものではなく進めてきたものと考えます。そうした意味では、タ

ーゲットとしては、別のプロジェクト等でもあるように、例えばスマートシティのような大きなもの

として海外にそのまま日本型を移設するといったプラント輸出的なことにはたどり着いていない面も

あると思います。一方、現在、プロジェクトの 3 ステージ目に入ってきており、次期プロジェクトで

は、より熱供給としての規模感を出すところを意識していく必要があると考えます。そのように規模

を多くしていけばいくほど、再エネ熱独自でやるのか、もしくはアシスト的な部分を出していくのか

といったところで、これは我々新エネルギー部の立場での意見になりますが、再エネ熱をどこまで強

調できるかといった点で、あまりそこにこだわり過ぎてはいけないといった思いも持ちつつ、現時点

においては再エネ熱自身でのコスト低減、効果に対する可能性を技術面で追求していくことが面的利

用においての第一歩であり、小規模ではあるものの、民生的な需要を狙っていくものと思っています。 
他方、業務用が結果として多かったという 2 つ目のご質問について確認ですが、業務用というのは

民生空調といった理解で合っているでしょうか。 
【高橋委員】 資料5-1の13ページに省エネ部と新エネ部の事業内容のすみ分けが整理されていますが、新

エネ部ではどちらかと言うと家庭用・業務部門をターゲットにしていると認識しています。その中で、

家庭というよりは業務部門が中心だったように思うところで、そのあたりの背景であるとか、結果的

にそのようになったのか、もしくは意図的だったのかといったあたりを伺いたく思います。 
【上坂PM】 1つ前のプロジェクトのレベルであれば、もう少し小規模な戸建てぐらいのところに地中熱方

式で行っていたプロジェクトがあったと思いますが、今回においては、より実際に事業者のほうがコ

ストを負担してビジネスモデル的に導入していこうという中でのビジネスとしての受入やすさを考え

た際に、今の市場であれば、個人向けの地中熱マーケットと比べると、もう少し公共的なところ、自治

体を中心にしたところをマーケットとして想定されていたと考えます。一方、今後、東京都で太陽光発

電、太陽熱、地中熱の新築義務化という制度が始まったときには、個人向けのマーケットがもう少し出

てくるのかもしれませんが、このプロジェクトをスタートした時点においては、そういった状況では
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なかったと理解しています。 
【高橋委員】 結果的に事業者が業務用のほうが有望と判断して、そのようなプロジェクトが多くなったも

のと理解しました。ありがとうございます。 
【齋藤分科会長】 それでは、濱元委員、お願いします。 
【濱元委員】 2点伺います。1点目は、先ほどの議論にもありましたノウハウの秘匿の部分になります。社

会実装や再エネ熱の普及を考える場合には、ノウハウの秘匿部分が多いとせっかく開発した技術も広

まりにくいと思うのですが、その点についてはどのあたりで整理をされているのでしょうか。それか

ら 2 点目は、この開発期間中において、コロナの影響をはじめ、マネジメントを進める上で何か変更

点、苦労、工夫等があれば教えてください。 
【上坂PM】 まずノウハウの点ですが、この後、実施者の非公開セッションもあるため、そこで発言できる

部分があれば、少しディテールのところで補足をいただければと思います。また、プロジェクト実施に

おいて、NEDO側としては各実証事業の中で、そういった特許取得等は意識して取り組むようマネジ

メントしてきました。その必要な部分においては、ビジネスモデルが想定できた事業者さんでは意識

していたと思うものの、一方、まだそこまで事業化をして進めるかどうかが判断できない場合、一部ノ

ウハウとしてとどめるのか、特許まで持っていくのかといった判断もあったと思います。そうしたこ

とから、潜在的な形で特許化の件数等を含め、本プロジェクト全体で見たときには、少なめといった印

象が生じたのではないかと思います。また、ものづくりそのものを対象にした事業ではないといった

側面もあり、実際にビジネスで使っていくのであれば特許化をする部分がもう少しあると考えます。

他方、熱供給という形でビジネスなり設計の中で、ある種職人的な部分といった点でノウハウとして

持つ役割のビジネスを考えている業者においては、よりそこは強くなるとも思います。おっしゃると

おり、秘匿は普及の意味でマイナス要素があるため、そこは先ほどの再エネ熱協議会様の人材育成等

を通じ、広く様々な講習会であるとか、そういったところをやっていただくことが望ましいのではな

いかと考える次第です。（※コロナの影響については、非公開セッションにて回答） 
【濱元委員】 分かりました。ありがとうございます。 
【齋藤分科会長】 それでは、田中委員よろしくお願いします。 
【田中委員】 先ほど特許出願について 4 件との説明をいただきましたが、その点について、審査状況を把

握されていることがあれば教えていただきたく思います。 
【上坂PM】 現状、出願に関する情報までは押さえているものの、特許化・権利化をされた点については、

申し訳ありませんがこの場での回答が難しいです。 
【田中委員】 分かりました。ありがとうございます。 
【齋藤分科会長】 それでは、後ほどお調べいただくという形でよろしいでしょうか。 
【上坂PM】 確認を取りたいと思います。（※特許化については、非公開セッションにて回答） 
【齋藤分科会長】 ありがとうございます。それでは、時間が参りましたので、議題 5 の質疑応答は以上と

いたします。 
 
（非公開セッション） 
６．プロジェクトの補足説明 
  省略 
７．全体を通しての質疑 
  省略 
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（公開セッション） 
８．まとめ・講評 

 
【安田委員】 本日は、プロジェクトの詳細について御説明いただきありがとうございました。いずれのプロ

ジェクトも、実用化に必要なコスト低減について研究実証をされていて非常によいと感じました。地

中熱や太陽熱などの再生可能エネルギーを熱利用する場合、具体的な建築に実装する際には、先ほど

も冷媒のところで言いましたように、ヒートポンプとの組合せになると思うものの、場合によっては、

温度帯によっては直接利用もできますし、蓄熱槽や貯湯槽等のバッファと組み合わせると再生可能エ

ネルギーの利用効率が上がると思います。それらを含め、経済設計をするためには、給湯も含むのです

が、建物側の熱需要といかにマッチさせるかが重要になると設計側としては思うところです。そして、

今回、個別のプロジェクトが多々ありましたけれども、そこで得られた実証データ等は大変設計の参

考になる貴重なデータでした。ぜひプロジェクトに関わられた方々にあっては、学会や協会誌を通し

て整理し、公表していただけると大変助かります。また、地中熱利用の規格を検討した際に、実際に導

入するかどうかでいま一つ踏み切れない要因としては、地域や地盤によってどの程度再熱できるかが

調査をしてみないと分からないといった不安があります。今回の共通基盤技術開発で行っているよう

な見かけの伝導率データベースをつくることや設計ツール等も出していただけると、非常に地中熱導

入時の不安も解消されますし、そのデータベースが REPOS のようなオープンデータとして広がって

いくことで、ますます普及に弾みがつくのではないかと感じるとともに、大変期待感を抱きました。 
【齋藤分科会長】 ありがとうございました。続いて、濱元委員、よろしくお願いします。 
【濱元委員】 本日はこのような機会に呼んでいただきましてありがとうございました。いずれの研究のテ

ーマにつきましても、非常に大きな成果が得られていると感じています。また、自治体視点からお伝え

しますと、テーマ1、テーマ2の例えば帯水層蓄熱、天空熱源といったものは公共施設を建てる際に活

用できる技術だと思います。またテーマ 3 については、地域において例えば住民へ再エネ熱の導入を

普及させる際のツールとして活用させることや、さらには地域における適正なシステムの導入といっ

たものに役立てられると感じました。それから、本プロジェクトは最先端の技術開発に加え、人材育成

講座、学会の特別セッションといったもので非常に積極的に情報発信をされていることは大きく特筆

すべき点だと思います。これらの開発の要として、新エネルギー部の皆様が全体のプロジェクトの管

理をはじめ、実施者間の情報共有など非常に積極的に実施をされたおかげで最大限の成果が得られた

ものと思いますので、これからも御尽力をいただければ幸いです。 
【齋藤分科会長】 ありがとうございました。続いて、田中委員、よろしくお願いします。 
【田中委員】 本プロジェクトでは様々な案件で研究開発をされており、例えば地中熱では、地盤の熱伝導率

のデータベースの構築をはじめ、サーマルレスポンステスト、設計のツール、掘削機の開発、施工方法

の開発や、地中熱交換機の開発においては直膨式や杭方式、オープンループ、ヒートポンプの開発とい

った非常に多岐にわたっており、本当に建築に導入する際の上流から下流までを網羅したテーマが採

択されていました。そして、それぞれ設定された目標をおおむね達成されているということで、すばら

しい成果が出ているのではないかと感じます。その上で、少し気になった点として、技術開発について

は成果が出たところで、あとは事業化に向けて取り組む必要があるといった項目もあったかと思いま

す。今後は、そういったところを継続的に事業化に向けて支援していくような仕組みがあるとよいと

考えます。これはNEDOが直接取り組まれる必要もないかとは思うのですが、例えばスタートアップ

の技術シーズを事業化していくといった支援プログラムが様々なところであります。そういうところ

の情報提供といった形でもいいと思いますが、本当に事業として身になるところに向けて支援する取

組を検討いただきたいです。また、濱元委員の事前質問の中にあった点になりますが、物価の変動にお
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いてはこのところ安定的に物価が上昇していくような傾向にあります。コストダウンを評価するとき

に、どこにベンチマークを置くのかをはっきり決めないと、何もしなければコストがどんどん上がっ

ていくという世の中になっているため、例えば 5 年前に事業が始まったときと同じコストでやってい

るというのは、実質的にはコストが下がったような状態と言えると思いますし、そのあたりの評価の

やり方というのが何かあればいいのではないかと思います。最後に、今回の事業はコストダウンが主

なテーマだと思いますが、我々、地中熱をビジネスとしてやっている中で、このところコスト度外視で

とにかくカーボンニュートラルをやるということで採用される事例が特に民間のプロジェクトの中で

出てきていると感じております。そういったコスト以外の要素、省エネであるとか、今後、排出権取引

といったことも出てくると、CO2 の削減自体はコスト低減に結びつくといったこともあると思います

ので、そういった観点の評価も同時にPRされていくとよいのではないでしょうか。 
【齋藤分科会長】 ありがとうございました。続いて、高橋委員、よろしくお願いします。 
【高橋委員】 三菱UFJリサーチ＆コンサルティングの高橋です。新エネ部の皆様、今日は御説明をいただ

きましてありがとうございました。この事業に関しては、2014年度の前事業で開発した要素技術も活

用しながら、トータルシステムとしてシステム全体を開発していくプロジェクトであったと認識して

います。今日は個別に幾つか成果も紹介いただきましたが、とてもいい成果であり、低コストのシステ

ムができたと実感していいます。再エネといいますと、太陽光、風力といった再エネ電力が注目されが

ちですが、熱需要は非常に大きいですから、この開発したシステムが熱利用の脱炭素化に寄与する、こ

の技術を普及させるというところが今後とても重要だと思い期待しているところです。あと、再エネ

熱の活用については、「欧州と比べると日本は少し遅れているのではないか」といった点で指摘される

ことも多いと思いますが、欧州とは気候条件も相当違いますし、熱利用に関しては日本型の技術を開

発していくことが非常に重要だと思います。そういう意味で、今日紹介いただいた帯水層蓄熱、熱源水

ループによる熱融通等は、まさに温暖な気候でも有効なシステムのものが開発されたところだと理解

いたしました。次期プロジェクトでは面的利用、あるいは電力とのセクターカップリングにも力を入

れていくということですから、また尽力いただけることに期待しております。 
【齋藤分科会長】 ありがとうございました。続いて、秋澤分科会長代理、よろしくお願いします。 
【秋澤分科会長代理】 東京農工大学の秋澤です。本日は御説明ありがとうございました。事業者の皆様も大

変すばらしい成果を挙げられており、アウトプットとして十分なコストダウンの見通しができたこと

は大変喜ばしい結果だったと思います。ぜひこれをアウトカムにつなげられるように、より一層のコ

ミットをしていただき、マーケットを開発していただけたらと思います。アウトプットをアウトカム

につなげる上でのバリアというのもまだあると思いますから、NEDOにおかれては、技術開発及び一

定の開発成果が出たその後も何らかの支援、サポートがあるとより効果的なのではないかと考えます。

また、私は再エネ関係で実務的な人材育成が非常に重要だと思っており、そういう意味で、今回、3協

会が再エネ熱についての教育研修を引き継いでやっていただけるという意味では、非常によいフォー

メーションができたと思います。直接NEDOはコミットをされないのかもしれませんが、そういう受

皿を同時に開拓していくことも重要だと思います。加えて、再エネ熱については、エネルギー基本計画

に書かれている割には、それほど皆様の認知が高くなく、もっと推進するべきだと個人的に思ってお

ります。また、地中熱も非常に大事ですが、それ以外の再エネ熱、太陽熱をはじめとして、まだまだ普

及という意味では海外に比べて全く弱いという点もあります。既存の技術だと技術開発要素がなくサ

ポートを受けにくいところもありますが、これからの時代、再エネ熱をより強化していかないとカー

ボンニュートラルにはならないと思います。改めて、再エネ熱が総力戦を戦っていけるようにサポー

トをしていただけたら大変ありがたいです。「再エネ熱はアシストではなく、主たるエネルギー源にな

る」、それが今後の方向だと思いますので、ぜひ引き続きよろしくお願いいたします。 
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【齋藤分科会長】 ありがとうございました。それでは最後に、分科会長を仰せつかりました早稲田大学の齋

藤より講評をいたします。皆様、本日は非常に活発な議論を大変ありがとうございました。皆様、御承

知のとおり、カーボンニュートラルを実現していくには、、エネルギーの最終利用は50%以上が熱であ

るため、再エネ熱を含め、これらを有効活用していかなければなかなか実現できないと思っておりま

す。今後ともぜひ熱利用をうまく進めていくように、NEDO及び経産省の皆様においては、熱をより

活用する技術に対して様々な支援をいただけたらと思います。一方、熱利用というのはなかなか難し

く、エネルギーの観点から見ると質は低い、エネルギーの密度は低い、しかし、コストはかかるという

ことで、これほど使いにくく難しい技術はないと思っています。特に再エネ熱の利用となれば、非常に

ニッチな分野になりますから、一事業体で全てをやるというのは相当難しい技術だと思います。そう

した中で、改めてNEDO プロジェクトの話を聞き、NEDO のプロジェクトであるということが非常

に重要であると実感したところです。今回コストの話が非常にメインであり、私も再エネ熱利用に関

しては、いかにコストを下げるかが重要だと常々認識しているところです。エネルギーの面で見ても、

再エネ熱の利用となると、ヒートポンプの技術とセットになっていくと思いますが、ヒートポンプ普

及という面で見ても、ヒートポンプには、熱源がないというのがいつも大きな課題になるわけです。非

常に技術も進んできており、熱の取り出しに関しては 200℃ぐらいもそろそろ夢ではなくなってきて

います。高温化NEDOプロのほうでやられていると思いますが、ヒートポンプが非常に幅広い範囲で

使えるようになってきていることで、普及をしていかなければいけないのですが、先ほど申し上げた

ように熱源がないことしばしば起こります。ですから、この再エネ熱の利用は、ヒートポンプ技術の普

及という意味でも非常に効果があると考えており、大いに期待をする次第です。また、今回プロジェク

トの中でも、再エネ熱の活用だけでなく、ヒートポンプの上手な使い方等も随分と出てきており、興味

を持って聞かせていただいたところでした。こうした技術を通じ、再エネ利用とヒートポンプのセッ

トでよい技術がもっと開発されていくことに期待いたします。それから、先ほども少し話があったよ

うに、注意いただきたいと思う点として冷媒の問題があります。近々でいけば、5年後の2029年には

非常に冷媒が大きく転換する可能性があります。可燃性や毒性があるような冷媒へと転換せざるをえ

ません。正直申し上げれば、フロンは非常によい冷媒だったわけですが、GWPの問題からフロンが使

えなくなるとなれば、もう残されたのはそういう冷媒しかないというのがいよいよ現実味を帯びてき

ており、今後この技術普及促進において環境制約になる可能性があります。もし次のプロジェクトに

進むようなことになれば、その点はぜひ留意いただきたいところです。2036 年にもなれば、「冷媒転

換の最後の時期」と言われているように、本当に大きな転換になります。その2036年まで見ても、10
年少々しかありませんから、そうした点は踏まえて技術開発をお願いできればと思います。最後にな

りますが、大事なポイントは当然コストに最初はなると思いますが、システム全体としてどれだけ性

能が上がるかが非常にも大事であります。イニシャル、ランニングコスト含め、消費者の皆様は、やは

り経済的な側面でメリットを出さないとどうしても購入していただけません。ですから、システムは

複雑になっていくものの、なるべく使うユーザーの皆様にとって分かりやすい数字として性能を提示

していくことも非常に重要なところだと思います。繰返しになりますが、いずれにしろ熱の有効利用

がカーボンニュートラルのキーになっていきますから、再生可能エネルギー熱が広まっていくことを

願うとともに、共通基盤技術がうまく活用され、アウトカムが達成されるよう技術展開されていくこ

とを望んでおります。 
【宮代専門調査員】 委員の皆様どうもありがとうございました。続きまして、推進部より一言お願いいたし

ます。 
【山田部長】 推進部代表をし、私、部長の山田より挨拶いたします。本日は、長時間にわたりまして評価に

かかる御審議をいただきまして誠にありがとうございます。再生可能エネルギー熱については、「なか
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なか」と分科会長からも話があったように、歴史を振り返ってみればサンシャイン計画から今年で50
年になりますが、半世紀にわたって取り組まれている分野でありながらも、「なかなか（普及に至らな

い）」という状況です。我々が引き続き努力を続けていかなければならないと自覚しております。そう

いう意味で、今日は大変示唆に富む意見を多々頂戴したことに感謝申し上げます。事業化に向けた話、

アウトカムに関する質問等、講評を含め様々いただきましたが、実施者の方々とのコミュニケーショ

ンはより一層密にしてまいりたいと思いますし、「事業終了が縁の切れ目」とならないようにフォロー

アップをしてまいります。また何かの機会がございましたら応援していただければと存じます。また、

データは設計サイドで有用だという話など励みになる示唆もございました。早速、具体化の方法など

を検討してまいりたいと思います。冒頭の公開セッションで予算規模に関する指摘がございました。

規模については政策当局とも相談をしながら検討することになりますが、今日何度か話題になりまし

たように、熱利用技術の開発は本事業だけではございません。他の事業、NEDOのほかの部で取り組

んでいるものもあります。そういったところと連携することでシナジーを発揮し、インプットを膨ら

ませるだけではなく、アウトカムを膨らませる努力を進めてまいりたいと思います。この点につきま

しては、先ほどのヒートポンプの話、冷媒の話などでも感じたところです。また、変動電源の調整機能

にも使えるのではないかという話もありましたが、これは実際にマンションで実用化している例もあ

ります。このあたりは、私どもの部の中で他の事業と連携することで見えてくるものでもございます

ので、ぜひNEDO内でもそのシナジーを追求してまいりたいと思います。それから、評価の場とは言

いましても、本日頂戴した指摘、質問等から得た示唆というのは非常に参考になるものが多くありま

した。ぜひ次の事業マネジメントに反映させるよう努めてまいりたいと存じます。最後にコストの件

ですが、他の再エネでもコストはずっと重要な論点になっております。ただ、「普及につながる一線を

超えた後は、コストだけではない」という話が必ず出てまいります。順番としてはクリアしなければい

けないコスト指標というのはあるのですが、そのコスト指標が絶対評価なのか相対評価なのか、相対

評価が前と比べてなのか、他と比べてなのか、これはどの分野でも悩んでいるところです。この点も、

本日の見解を踏まえながら、次のマネジメントに生かせればと思うところです。いろいろ思いもあっ

て長くなってしまい恐縮でございますが、以上になります。 
【齋藤分科会長】 ありがとうございました。それでは、以上で議題8を終了といたします。 
 
９．今後の予定 
１０．閉会 
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配布資料 
資料1 研究評価委員会分科会の設置について 
資料2 研究評価委員会分科会の公開について 
資料3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 
資料4-1 NEDOにおける技術評価について 
資料4-2 評価項目・評価基準 
資料4-3 評点法の実施について 
資料4-4 評価コメント及び評点票 
資料4-5 評価報告書の構成について 
資料5-1 プロジェクトの説明資料（公開） 
資料5-2 プロジェクトの詳細説明資料（公開） 
資料6 プロジェクトの補足説明（非公開） 
資料7 事業原簿（公開） 
資料8 評価スケジュール 

 
 
 

以上 
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以下、分科会前に実施した書面による公開情報に関する質疑応答について記載する。 

 

「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」（終了時評価）分科会 
 ご質問への回答（公開分） 

 
資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
P2-13, P4-17, 
P4-27, P4-52 

特許出願の無いテーマのチームに質問

します。 
 
本開発においては，多くの技術成果が

得られたと推察します。世界トップレ

ベルの技術開発を目指す本NEDO開発

においては、特許出願が 4 件であり

(P4-13），テーマ数(全 8 テーマ)に対し

特許の出願が少ないと思います。特許

出願が少ない理由は、事業終了後に出

願されるのでしょうか。それとも、出

願に慎重なのでしょうか。特許に値す

る技術成果が得られなかったのでしょ

うか。あるいは、NEDO の特許制度に

問題があるのでしょうか。その理由を

お聞かせ下さい。 
 

齋藤 
分科会長 

本テーマは高度化・低コスト化のための共通基盤技術開発の 1
テーマとして実施したものであり、装置開発等は行っておらず

設計ツールの開発や設計指針の作成を行いました。これらはハ

ードウェアではなくソフトとしての成果であり、学会発表や論

文発表にはよいものの、特許には結び付きにくいと考えました

次第です。 
特許性のある手法や技術もありましたが、それを広く利用する

環境ではないため、特許出願することに慎重になっています。 
特許に関してですが、H 型 PC 杭を利用した地中熱交換器に関

する内容について 1 件出願する予定となっています。現在、事

業者間で調整を行っているところで、準備が完了次第出願を行

います。 
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
参考：特許出願のあったテーマ， 

「1).1 給湯負荷のある施設への導入を

想定した地中熱利用ヒートポンプシス

テムの研究開発」が 1 件(P4-17)、 

「1).2 直接膨張式地中熱ヒートポンプ

システムとその施工・設置に係るコス

ト削減技術の開発」が 1 件(P4-27)、
「2).1 天空熱源ヒートポンプ(SSHP)シ
ステムのライフサイクルに亘るコスト

低減・性能向上技術の開発」が 2 件

(P4-52) 
資料 7 
P4-38 

4.1.3 ZEB 化に最適な高効率帯水層蓄

熱を利活用したトータル熱供給システ

ムの研究開発(P4-30) 
・事業化に向けた課題と今後の方針

(P4-38 ) 
 
「高効率帯水層蓄熱を利活用したトー

タル熱供給システム専用ヒートポンプ

の価格については、・・・今後 ZEB 普

及に合わせて本システムの導入数が増

大してくれば、徐々に価格を下げるこ

とが可能になると考えている」と記載

されています。 
ZEB 導入による出荷台数の増加は，本

事業の2030年見通しの「トータルコス

ト 30%以上低減」を越える成果が期待

できるのでしょうか。 

齋藤 
分科会長 

ヒートポンプの価格は、出荷台数が増加すればコスト削減が期

待できるものと考えている。目標値としては「トータルコスト

30%以上低減」であるため、ヒートポンプだけでなく、井戸を

含めた熱源施設、二次側の放熱装置など、要素毎にコスト削減

を進め、ランニングコストも当然削減できるように取り組む必

要があると考えている。 
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
P4-52 

4.2.1 天空熱源ヒートポンプ(SSHP)シ
ステムのライフサイクルに亘るコスト

低減・性能向上技術の開発(P4-49) 
表 4.2.1-3 成果の最終目標と達成度 
(P4-52) 
 
「②低コスト・高効率ユニット型

SSHP システムの開発」において、

「2019 年度に完成した小型実証機機で

システム実験を行うとともに、2020 年

度に大府実証機を製作、工場試験を実

施。」と記載されています。 
また，「③実建物における運転性能の

実態検証」において，「2021 年度 8 月
に完成した豊田自動織機大府工場での

実証装置の運転データを取得し、2022
年度の運転性能評価を実施。」と記載

されています。これらの成果は，本事

業の目標値である「トータルコスト

20%以上削減」を達成したことを示し

ているのでしょうか。 
 

齋藤 
分科会長 

本事業では、トータルコストは、イニシャルコストとランニン

グコスト(14 年分)を合計したものと定義されています。比較対

象とした水熱源ヒートポンプシステムに対し、イニシャルコス

トは増加しますが、ランニングコストを削減でき、トータルコ

ストが低減できます。これまで積み重ねてきた、2019 年の小型

実証機によるシステム実験、2021 年から実施した大府実証装置

での運転性能評価による、システムCOP向上効果を定量化を行

い、これをもとにランニングコストの低減効果を把握しまし

た。この結果、本事業の目標値である「トータルコスト 20%以

上削減」を達成した、と考えています。 
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
P4-77,78 

4.3.1 見かけ熱伝導率の推定手法と簡易

熱応答試験法および統合型設計ツール

の開発・規格化(P4-63) 
・開発項目毎の実用化に向けての見通

し及び取り組みについて(P4-77) 
 
① 見かけ熱伝導率の推定手法(P4-77) 
 
「全国見かけ熱伝導率データベース

（テスト版）は、・・・無償公開を予

定する」等、計画が記載されていま

す。(P4-78) 
地中熱利用システムの普及のために

は、本システムの利用拡大が必要と思

われます。今後の実用化について，も

う少し具体的な計画をご教授下さい。 
 

齋藤 
分科会長 

全国見かけ熱伝導率データベース(テスト版)は、今後整備する

予定です。テスト版はウェブサイト上での公開を想定していま

す。利用拡大や実用化を見据えると、実務レベルで利用されて

いる先行ツールに統合いただくことが肝要との認識です(具体的

には、環境省 REPOS など)。情報公開に向けて、関係省庁・部

局との調整も視野に入れています。 
 

資料 5-2 
P21 の成果の

普及方針に 
ついて 

高効率帯水層蓄熱を利活用したトータ

ル熱供給システムの今後の普及拡大を

期待しています。地下水利用について

は地域によって規制も存在すると聞い

ておりますが、重点 5 地域（津軽平

野、秋田平野、仙台平野、山形盆地、

郡山盆地）での普及にあたって、規制

上の課題の有無を教えていただきたい

です。 
 

高橋委員 仙台平野の一部には地下水規制で導入が難しい地域がある。山

形盆地でも地下水規制はあるが、一定規模以内であれば導入が

可能。その他の 3 地域では地下水規制がないことを確認してい

る。 

参
考

資
料

1-17



資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 5-2 
P29 の省エネ

効果について 

通常の温熱管・冷熱菅による熱供給と

比較して熱源水ループを使用すること

による省エネメリットは、どのような

ものになりますでしょうか。中間期な

どで温熱・冷熱の熱融通ができるこ

と、太陽熱や地中熱などの常温に近い

再エネ熱が利用しやすくなることと理

解すればよいでしょうか。どちらの効

果が大きいかを含めて、教えていただ

けると幸いです。 
 

高橋委員 熱源水ループ温度は、10～35℃の中温帯で、この範囲であれば

成り行き運転となるため、熱源機器に負担をかけず高効率で運

転できます。実績では、夏季冷房時の熱源融通(排熱改修)より

も。太陽熱や地中熱などの常温に近い再エネ熱利用による省エ

ネ効果の方が大きい結果となっています。 

資料 5-2 
P29 の成果の

普及について 

今後の普及に向けて、SSHP システム

に適した熱需要先の条件や特徴（冷

熱・温熱のバランス、気候条件など）

があれば教えていただきたいです。 
 

高橋委員 工場施設(食堂など)、病院、老健施設など熱需要の大きい建物

に適しています。一般事務所ビルの場合、一般的に冷房負荷が

卓越し給湯などの加熱負荷が小さいので、熱融通(冷房排熱回

収)による効果が低減される可能性があります。 

資料 5-1 
29 ページ 

2024年 3月時点でトータルコスト 20%
低減の目標が達成されていますが、同

時に投資回収年数 14年以下も達成され

ているという理解でよろしいでしょう

か。また、この場合のトータルコスト

はイニシャルコストと 14年間のランニ

ングコストの合計という理解でよろし

いでしょうか。 
 

田中委員 「トータルコスト 20%削減」と「投資回収年数 14 年以下」は

同義で、両方達成しているとのご認識のとおりです(資料 5-1・
27 ページの最終目標）。また、トータルコストは、イニシャル

コストとランニングコスト(14 年間)の合計となります(資料 5-
1・45 ページの成果一覧表のコスト面）。 

参
考

資
料
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 5-1 
30 ページ 

副次的成果として、発展途上国を中心

とした海外への導入を挙げられていま

すが、具体的にどのような成果が出た

のでしょうか。 

田中委員 副次的効果については、今後の可能性も含め列挙しており、具

体的な成果に至っていないものもございます。海外への導入に

ついては、本事業の直接の成果ではございませんが、地中熱、

熱交換器の関連として、以下の調査事業の採択につながった事

例がございます。 
2023 年度「二国間クレジット制度(JCM)等を活用した低炭素技

術普及促進事業/低炭素技術による市場創出促進事業(実証前調

査)」未利用エネルギー有効活用のための全樹脂製熱交換器 G-
HEXを利用した廃水熱回収技術および地中熱利用技術導入温室

効果ガス削減実証事業(ベトナム) 
 

資料 7 
4-4 ページ 
成果の概要 

掘削機の開発および掘削機周辺機器の

開発により一人施工が可能となり、

17.1%のコストダウンとされています

が、従来の施工は何人体制の想定でし

ょうか。また、工期への影響は評価さ

れているでしょうか。 
 

田中委員 従来の体制は、2 人体制になります。工期への影響は、掘削工

事については従来体制と同じ二人体制ですが、地中熱交換器挿

入に関しては従来体制より期間が短縮されますが、硅砂による

埋め戻しについては従来作業より期間が長くなっています。こ

れは、挿入機の開発で挿入時間が短くなったが、埋め戻しにつ

いては人の手で硅砂を設置するので時間がかかるためです。 

資料 7 
4-16 ページ 

従来技術と研究開発技術を比較した図

において、地中熱交換器の本数が大き

く異なりますが、加熱と冷却のバラン

ス以外の要因はないのでしょうか。 

田中委員 他の要因として、掘削機および掘削機周辺機器の開発による掘

削コストの削減、同軸型地中熱交換器の開発成果、実証試験に

より同じ地中熱交換器群が空調、給湯に使えることなどが分か

ったため等ありますが、大きい要因として加熱と冷却のバラン

スになります。 
 

参
考

資
料
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
4-19 ページ 
事業化の 
見通し 

高齢者住宅をターゲットにされていま

すが、給湯需要がある施設としては宿

泊施設や病院なども考えられるかと思

います。高齢者施設をターゲットにさ

れた理由は何でしょうか。 

田中委員 人口の高齢化を考慮すると今後増加が見込める省エネ型空調方

式と使用人員数による安定的に定量の給湯負荷がある施設とし

て老人保健施設を一つのターゲットとした。安定的一定量の給

湯負荷と空調負荷があれば宿泊施設や病院もターゲットとして

考えられ、人が多く集まるような冷房負荷が過多なショッピン

グモールのフードコートなどもターゲットとして考慮できる。 
ただし、老人福祉施設は宿泊施設と比較して空調時間が 24時間

と想定され、また同規模の病院よりも給湯需要が多いと想定さ

れていた。地中熱の導入施設としては、長期間の利用が望まし

いと考えられたので、高齢者施設をターゲットとした。 
 

資料 7 
4-26 ページ 

地中熱交換器の構造として鋼管＋銅管

とされていますが、耐用年数はどの程

度を見込まれているでしょうか。 

田中委員 銅は他の有用金属、例えば、鉄やアルミニウムや亜鉛などと比

べてはるかに安定な金属であり、種々の環境下でも腐食を起こ

しにくいものです。これは表面に酸化膜などを形成して、不動

態化するためです。 
したがって、銅の耐食性は実用材料中では最良の部類に入りま

す。 
本システムは地中埋設鋼管杭に設置しており同環境化の鋼管杭

と同程度との耐用年数として設計いたしました。 
最低 50年と考え、日本の建物寿命と合わせ見込んでおります。 
 

資料 7 
4-27 ページ 
表 4.1.2-3 
①地中熱 
ヒートポンプ

の開発 

備品供給等 or OEM の目途をつけるこ

とで目標達成が可能とのことですが、

今後の見通しはいかがでしょうか。 

田中委員 大手ヒートポンプメーカーの市販品を媒体とした製品構成を行

うことで、安定供給が図れたが、今後は国策とした地中熱利用

が促進され、需要が補助金などの後押しがあれば、可能性があ

る設備になる」と考えます。 

参
考

資
料
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
4-30 ページ 
研究開発の 
概要 
4-37 ページ 
表 4.1.3-3 

2018 年度までの事業においてイニシャ

ルコスト 21%、ランニングコスト 31%
の削減を実現されています。本事業で

も現時点の一般的なコストに対してイ

ニシャルコスト 21%、ランニングコス

ト 55%の低減を達成されていますが、

先行事業の削減効果に上乗せで削減で

きたという理解でよろしいでしょう

か。 
 

田中委員 前回事業での削減率は、それ以前に取り組んでいた環境省事業

での結果からの削減率である。本事業での比較は、システムで

対応する熱需要に給湯と融雪を加えて高効率化を図った結果で

あり、全部ではないが上乗せでコスト削減できたということで

ある。 

資料 7 
4-31 ページ 
研究開発の 
概要 

積雪寒冷地を中心に普及を図るとされ

ていますが、積雪寒冷地を想定された

理由は何でしょうか。 

田中委員 本事業での開発システムは空調施設と融雪施設を併せた形で高

効率化を目指したものであり、融雪施設が必要な積雪寒冷地を

普及の対象としている。 

資料 7 
4-68 ページ 
成果の概要 

モデル地域として京都盆地、唐津地

域、沖縄本島を選定されていますが、

この 3 地域を選定された理由は何でし

ょうか。 

田中委員 既往NEDO事業で開発したポテンシャル評価技術で、地域の数

値モデリング技術を確立しています。本事業では、既往モデリ

ング技術の改良も念頭に置き、水文地質環境(地形・地質・地下

水環境)の異なる 3 地域(京都盆地、唐津地域、沖縄本島)をモデ

ル地域として選定しました。 
京都盆地は、東北～中部日本に分布する比較的規模の大きな平

野・盆地の代表例として、かつ既往モデリング技術を適用可能

なモデル地域として選定しました。唐津地域は、西南日本の平

野・盆地に特徴的な、集水域が小さくかつ帯水層も薄い小規模

な平地における水文地質モデルの構築手法を確立するためのモ

デル地域として選定しました。沖縄本島は、塩水侵入現象によ

り地下水(淡水)がレンズ状に賦存する淡水レンズ現象がみられ

るなどの、島嶼や半島の特性を踏まえた解析手法を開発するた

めのモデル地域として選定しました。 

参
考

資
料
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
4-78 ページ 
②簡易熱応答

試験(TRT)法 

開発された装置の製品化に際して、販

売価格は想定されているでしょうか。 
田中委員 従来の TRT実験機に付加する周期加熱電源供給装置も開発して

おります、その価格は約 80 万円(20kW 加熱の場合)となります

が、6kW 加熱量の場合は 40 万円となります。一体型のもので

あれば、20kW 加熱の場合は 400 万円程度であり、6kW 加熱量

の場合は 200 万円程度となります。 
 

資料 7 
4-84 ページ 
③地下水還元

可能量予測手

法の研究開発 
 

他の要素が水位上昇に影響を与えると

されていますが、具体的にどのような

要素でしょうか。 

田中委員 現時点では明確に分かっているわけではありませんが、地下水

中の微生物種とその量が水位上昇に影響を与えている可能性を

現時点では考えています。 

資料 5-1 
2 ページ 

「2023年までに、トータルコスト20%
以上低減(投資回収年数 14 年以下）」や

「2030 年同 30%以上低減(投資回収年

数 8 年以下）」との記述において、 
①トータルコストの定義について以下

も含めて教えてください。 
・イニシャルコストとランニングコス

トを含むものか。 
・社会的環境変化(人件費、資材費、燃

料費などの変動)についての考慮の有

無。 
 

濱元委員 トータルコストは、イニシャルコストとランニングコスト(14
年間)の合計となります(資料 5-1・45 ページの成果一覧表のコ

スト面)。 
社会的環変化については、ご指摘の昨今の国際情勢や国内人材

不足などによる物価高騰については、必ずしも最新の情報が考

慮されてはおりません。 

参
考

資
料
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 5-1 
2 ページ 

②本研究プロジェクトでトータルコス

ト低減を目標として掲げたエネルギー

システムは何でしょうか？ 
太陽熱システム、地中熱システム(U チ

ューブによるクローズド式、直膨式、

オープン式）、・・？ 
たとえば、地中熱オープンループ式に

ついては本研究の対象としています

が、20%トータルコストを低減したと

いうような記述はないようです。 
 

濱元委員 今回実証として採択したテーマは、大きく分類して、地中熱を

主体としたもの 4 件と、その他の熱源を主体とした 2 件(太陽熱

主体 1 件と温泉熱主体 1 件)となります。具体的には、以下のテ

ーマとなります(資料 5-2・6，7 ページ)。 
地中熱主体(①U チューブクローズドループ(CL)による給湯・空

調、②直膨式(CL)による空調、③帯水層蓄熱オープンループ

(OL)による給湯・空調・融雪、④寒冷地基礎杭兼用等(CL)によ

る空調)) 
その他（①太陽熱＋地中熱(CL)熱源水ループによる給湯・空

調、②温泉熱を活用した熱源水ネットワークシステム） 

資料 5-1 
2 ページ 

③投資回収年数の算出には、ランニン

グコスト(燃料費(又は電気料金))にも依

存していると思われますが、投資回収

年数 14 年以下という設定は、燃料費

(電気料金)の変動も考慮はしたもので

しょうか？ 
 

濱元委員 前述のとおり、ランニングコストについては、テーマ毎に将来

仮定は設定しておりますが、最新の変動状況まで考慮したもの

ではございません。 

参
考

資
料

1-23



資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 5-1 
23 ページ 

「トータルコスト 20%以上削減を達

成」とありますが、個別のテーマの低

減効果については具体的な数値（例え

ば、資料 5-2、11 ページ、16 ページ、

24 ページ）が挙げられており、大きな

成果があったことはよく理解できまし

たが、個々の技術の低減効果をどのよ

うな手法で「トータルコスト 20%以上

を達成」と結論付けたのか評価方法を

教えてください。 
(本プロジェクトでは、各エネルギーシ

ステムの全ての技術を網羅しコスト低

減技術を開発したわけではないように

思います。例えば、地中熱システム(ク
ローズド式)におけるUチューブの素材

開発を行っていないのであれば、U チ

ューブの材料費は低減しないと思われ

ます) 
 

濱元委員 各テーマにおいて適切な比較対象となる技術のベースラインと

一定の将来予測を仮定し、それぞれのシステムにおいて目標の

達成目標を設定しております。具体的な事例として、基礎杭兼

用地中熱交換器の導入による施工コスト削減効果を構成要素に

分解して試算を行い(資料 5-2・25 ページ右図)、トータルコス

ト削減目標の達成を検証しています。 

資料 5-2 
38 ページ 

「推定誤差 0.5W/(m・K)以内を確認」

とありますが、今後さらに精度を向上

させることができるとすれば具体的に

はどのような部分がポイントになりま

すか？ 

濱元委員 推定精度の更なる向上を目指すには、地層の種類ごとに実施し

た熱応答試験データの充実が不可欠です。また、例えば同じ花

崗岩に分類される岩石でも、地域によって熱伝導率の値に差異

が生じることを本事業を通じて確認しました。したがいまし

て、同じ地層の種類でも地域ごとの熱応答試験データを取得す

る必要があります。このような大量の試験データ集積は現実的

ではありません(極めて困難)。今後、継続的に試験データを収

集し、ある程度データがまとまったところで本成果の見直しを

図る(精度向上に努める)ことが重要と考えています。 

参
考

資
料
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 5-2 
39 ページ 

「地形AI全国モデルの改良と全国への

適用、日本全国の地下水環境の概略推

計実施中」とありますが、実施完了時

期および社会実装(情報発信等)の予定

について教えてください。 

濱元委員 日本全国の地下水環境の概略推計については本事業内で完了し

ており、資料の「実施中」は誤記載です。大変失礼いたしまし

た。推計値の検証は主要地域で実施済ですが、日本全国を対象

に整備したため細部まで検証が行き届いておりません。引き続

き検証を含めた諸検討をすすめて、公開準備ができ次第、web
サイト等で情報発信したいと考えています。なお、本成果につ

いては学会発表等で発信予定であり、利用を希望する企業に対

しては対象地域を切り出してデータ提供(検証作業も先行して実

施)することも想定しています。 
 

資料 5-2 
45 ページ 

「新たに得られたデータを用いて各手

法の高精度化」とありますが、今後の

高精度化のためには、具体的にはどの

ようなデータが必要でしょうか？ 

濱元委員 ②地下水揚水可能量予測手法の研究開発のうち、1) 広域的な透

水係数推定手法の研究開発では複数の孔井を用いる揚水試験結

果、2）地盤調査ボーリング孔を利用した透水係数推定手法の

研究開発では揚水試験結果と他の手法による試験結果の組み合

わせ、 
③地下水還元可能量予測手法の研究開発では揚水井の詳細モニ

タリングデータが必要です。 
これらのデータは今回の研究開発の一環として収集いたしまし

たが、まだ事例数としては少ないのが実情です。今後、事例数

の増加に伴ってさらなる高精度化につながることが期待されま

す。 
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
4-14  
1 行目 

NEW HASP を用いてシミュレーショ

ンしたとのことであるが、外気導入の

有無、全熱交換器の有無及び効率など

のシミュレーション条件や給湯負荷条

件(使用量(使用原単位)及び使用スケジ

ュールなど)を整理して示していただけ

ると、今後同様のシミュレーションを

行う場合の一助となると思います。 

安田委員 外気導入については、部屋の内外圧力差に関係なく窓やドアか

ら一定量で換気されるとし、隙間風換気回数を 0.1 回/h として

計算した。また、強制換気として全熱交換器は 1.875m3/m2h
の外気導入量とし、全熱交換効率は 50%として計算した。冷暖

房の条件は、年間を通した 24時間連続稼働で室内の温度が年間

を通して 22℃～26℃とした。 
給湯条件の給湯原単位と給湯負荷パターンをグラフ(別添 No43)
に示す。 
 

資料 7 
4-15  
11 行目 

④地中熱ヒートポンプ給湯器の出湯温

度を変更した試験は大変有益であると

思われ、省エネ性能や出湯安定性など

の試験結果比較を明示してもらえると

よいと思います。 

安田委員 試験室における出湯温度による加熱能力と COP は P.4-8 の試験

結果に表示しており、モニター試験での地中熱ヒートポンプ給

湯機の出湯温度を 80℃と 65℃に設定した場合の出湯温度と

COP の推移をグラフ(別添 No.44)に示す。 
地中熱ヒートポンプ給湯機の出湯温度を 80℃から 65℃に変更

すると、COPは約 15%向上する結果となった。しかし、出湯温

度の低下は貯湯熱量の低下につながる。貯湯槽(3,000L)に対し

て、給水温度 (17℃)を沸き上げる場合、出湯温度 80℃と比較し

て65℃では貯湯熱量が24%減少する。80℃出湯と同量の熱量を

貯湯する場合、3,000L×1.24=3,720L で約 4,000L の貯湯槽が必

要となりイニシャルコスト増加や設置面積増加につながる。 
※65℃と 80℃出湯試験中に各COPの低下が見られるのは、「地

中熱側井戸水温度低下→採熱量減少→出湯温度低下→出湯流量

減少→ 加熱能力低下→COP 低下」によるものと考えられる。 
 

資料 7 
4-15  
15 行目 

地下温度の推移等について、実証試験

を継続していくとのことであるが、と

りあえず今回の地中温度推移を示して

もらえると参考になると思います。 

安田委員 実証試験中の地下温度について、図(別添 No.45-1～3)に示す。

地下温度は、地中熱交換器(U チューブと一緒に設置した温度計

で計測した値を示している。一部、データ欠損も見られるが、

実験の状況に併せて、温度は推移している。 
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
4-27  
表 4.1.2-3 

②地中熱交換器の小口径化は、本開発

事業におけるコストダウンの要と思わ

れるが、普及を促進するためには、小

口径であっても熱性能的に支障がない

ことを示す必要があると思います。マ

ニュアル作成(または設計コード開発)
でそのあたりは整理できているのでし

ょうか。 
 

安田委員 適切な離隔距離を取り適した環境化においては支障がなく熱交

換は可能なことが実証されました。 
ただし、長年の地下水の変動や地下水位が深い土地など今後の

検討項目が多く残されていると認識しております 

資料 7 
4-38  
25 行目 

事業化に向けた課題について、今後普

及が見込まれる施設の熱需要(冷暖房・

給湯・融雪)バランスとそれに合わせた

最適なシステム構築が肝要と思われま

すが、建主や設計者に対して今後どの

ような活動をイメージしていますでし

ょうか(例えば、帯水層蓄熱の高効率利

用の成果物と合わせて設計マニュアル

化する等）。 
 

安田委員 現在、本事業の成果を基にした、設計者・導入検討者に向けた

導入マニュアル、Q＆A を作成している。 

資料 7 
4-46  
26 行目 

CO2 冷媒地中熱ヒートポンプ給湯機は

2022 年度の製品化を目指すとあるが、

既に製品化はされているのでしょう

か。機器選定マニュアル等も出来上が

っているのか、それとも本件の二次側

運用技術開発と合わせて整備されるの

でしょうか。 
 

安田委員 CO2 冷媒地中熱ヒートポンプ給湯機の製品化については長府製

作所様に状況を確認しましたが、以下の 2 点から、商品化が難

しい状況であると話を伺っています。 
・夏場の優位性が無く、導入時のコストの回収が難しい 
・コンソーシアム内事業者(棟晶)からのある程度の数量の導入

が見込めなくなった 
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資料番号・ 
ご質問箇所 ご質問の内容 委員名 回答 

説明 
資料 7 
4-53  
21 行目 

事業化に向けては、まずは給湯負荷が

大きい施設がターゲットになると思わ

れるが、個々の施設にフィットさせる

システムとして貯湯槽と組み合わせる

ことが考えられます。そうしたシステ

ムの検証や最適運転制御アルゴリズム

の検証なども既に行っていますでしょ

うか(ケースに合わせて LCEM の改良

等を行えばよい？）。 
 

安田委員 現状、太陽熱は SSHP の熱源及び熱源水直接加熱に使用してお

りますが、ご指摘のように給湯利用にも拡大する場合、貯湯槽

との組み合わせが考えられます。今後、システムシミューショ

ンなどで効果検証や最適運転制御アルゴリズムの構築を図って

いきたいと思います。 

資料 7 
4-78  
21 行目 

全国見かけ熱伝導率データベースを広

く普及させることは大変有用だと思い

ます。そのデータベースの情報更新の

手段として、建設事業等で実施された

地質調査データの活用を挙げておりま

すが、これらを収集する仕組み(フォー

マットの作成や学協会の活用等)につい

てお考えがありますでしょうか。 

安田委員 地質調査業界との意見交換や情報交換を通じデータの収集につ

いて検討したいと考えています。具体的には、全国地質調査業

協会連合会、産業技術連携推進会議などを協議の場として活用

したいです。 

資料 7 
4-87  
8 行目 

オープンループ式地中熱利用システム

の設計ツール・設計指針を2024年度中

に無償公開されるということであり、

素晴らしい成果だと思います。それら

を使用して設計実現された施設の実測

や効果のデータベース(ZEB データベ

ースのような)を作成及び公開するよう

な構想はお持ちでしょうか。 

安田委員 設計ツールに関しては、公開の際に利用者の居住地域・職業・

利用目的に関する情報を利用者に入力させることによって今後

の改良に活かす方針としておりますが、利用者の使用状況や結

果までを必ずしもトレースできるようにはなっておりません。

よって、本ツールを用いて設計された施設の実測結果や効果の

データベース化をすべてを網羅するような形で行うことは困難

です。一方で、本ツールの利用者に対して、利用に伴う成果の

報告を任意とはなりますが依頼することによって、ある程度は

利用状況の把握が可能になると考えております。この点は本設

計指針においても同様な取り扱いとする予定です。 
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参考資料２ 評価の実施方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 

 

NEDO における技術評価について 
 
1．NEDO における技術評価の位置付けについて 

NEDO の研究開発の評価は、プロジェクト/制度の実施時期毎に事前評価、中間評価、終了

時評価及び追跡評価が行われ、研究開発のマネジメントにおける PDCA サイクル（図 1）の一

角と位置づけられています。さらに情勢変化の激しい今日においては、OODA ループを構築し、

評価結果を計画や資源配分へ適時反映させることが必要です。 
評価結果は、被評価プロジェクト/制度等の資源配分、事業計画等に適切に反映させることに

より、事業の加速化、縮小、中止、見直し等を的確に実施し、技術開発内容やマネジメント等

の改善、見直しを的確に行っていきます。 

  
図 1 研究開発マネジメントPDCA サイクルと OODA ループ組み合わせ例 

 
2．技術評価の目的 

NEDO では、次の 3 つの目的のために技術評価を実施しています。 
(1) 業務の高度化等の自己改革を促進する。 
(2) 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む。 
(3) 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する。 

 
3．技術評価の共通原則 
技術評価の実施に当たっては、次の 5 つの共通原則に従って行います。 

(1) 評価の透明性を確保するため、評価結果のみならず評価方法及び評価結果の反映状況

を可能な限り被評価者及び社会に公表する。なお、評価結果については可能な限り計

量的な指標で示すものとする。 
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Act
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Observe
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Orient
判断

Decide
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(2) 評価の明示性を確保するため、可能な限り被評価者と評価者の討議を奨励する。 
(3) 評価の実効性を確保するため、資源配分及び自己改革に反映しやすい評価方法を採用

する。 
(4) 評価の中立性を確保するため、可能な限り外部評価又は第三者評価のいずれかによっ

て行う。 
(5) 評価の効率性を確保するため、研究開発等の必要な書類の整備及び不必要な評価作業

の重複の排除等に務める。 
 

4．プロジェクト評価/制度評価の実施体制 
プロジェクト評価/制度評価については、図 2 に示す実施体制で評価を実施しています。 

(1) 研究開発プロジェクト/制度の技術評価を統括する研究評価委員会をNEDO内に設

置。 
(2) 評価対象プロジェクト/制度毎に当該技術の外部の専門家、有識者等からなる分科会を

研究評価委員会の下に設置。 
(3) 同分科会にて評価対象プロジェクト/制度の技術評価を行い、評価（案）を取りまとめ

る。 
(4) 研究評価委員会の了承を得て評価が確定され、理事長に報告。 

 

 
図 2 評価の実施体制 

国 民

NEDO
評価報告書の公開

評価結果のプロジェクト/制度等への反映理事長

推進部署

実施者プロジェクトのみ
実施者も評価対象

報告・了承

研究評価委員会

分科会A

分科会D

分科会C

分科会B

報告

評価事務局

分科会毎に評価を実施
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5．評価手順 
 
 

 
図 3 評価作業フロー 

 

評価（案）に対する意見書作成 

現地調査会の開催 
【必要に応じて】 

分科会の開催 

評価（案）の作成 

評価（案）の確定 

研究評価委員会で 
評価（案）の了承 

評価報告書の公開 

分科会委員との調整 

現地調査会の準備 
現地調査会での説明・応答 

分科会資料の作成 
分科会での説明・応答 

事業統括部 研究評価課 推進部署 実施者 
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「再生可能エネルギー熱利用にかかるコスト低減技術開発」（終了時評価）分科会に係る 
評価項目・評価基準 

 
１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋  

(1) アウトカム達成までの道筋 
 「アウトカム達成までの道筋」※の見直しの工程において、外部環境の変化及び当該

研究開発により見込まれる社会的影響等を考慮したか。 
 

※ 「アウトカム達成までの道筋」を示す上で考慮すべき事項 
 将来像（ビジョン・目標）の実現に向けて、安全性基準の作成、規制緩和、実証、

標準化、規制の認証・承認、国際連携、広報など、必要な取組が網羅されているこ

と。 
 官民の役割分担を含め、誰が何をどのように実施するのか、時間軸も含めて明確で

あること。 
 本事業終了後の自立化を見据えていること。 
 幅広いステークホルダーに情報発信するための具体的な取組が行われているこ

と。 
 

(2) 知的財産・標準化戦略 
 オープン・クローズ戦略は、実用化・事業化を見据えた上で、研究データも含めた上

で、クローズ領域とオープン領域が適切に設定されており、外部環境の変化等を踏ま

えてもなお、妥当であったか。 
 本事業の参加者間での知的財産の取扱い（知的財産の帰属及び実施許諾、体制変更へ

の対応、事業終了後の権利・義務等）や市場展開が見込まれる国での権利化の考え方

は、オープン・クローズ戦略及び標準化戦略に整合し、研究開発成果の事業化に資す

る適切なものであったか。 
 標準化戦略は、事業化段階や外部環境の変化に応じて、最適な手法・視点（デジュー

ル、フォーラム、デファクト）で取り組んでいたか。 
 
２．目標及び達成状況  

(1) アウトカム目標及び達成見込み 
 外部環境の変化及び当該研究開発により見込まれる社会的影響等を踏まえてアウト

カム指標・目標値を適切に※見直していたか。 
 アウトカム目標の達成の見込みはあったか（見込めない場合は原因と今後の見通しは

妥当であったか）。 
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※ アウトカム目標を設定する上で考慮すべき事項 
 本事業が目指す将来像（ビジョン・目標）と関係のあるアウトカム指標・目標値（市

場規模・シェア、エネルギー・CO2 削減量など）及びその達成時期が適切に設定

されていること。 
 アウトカムが実現した場合の日本経済や国際競争力、問題解決に与える効果が優

れていること。 
 アウトカム目標の設定根拠は明確かつ妥当であること。 
 達成状況の計測が可能な指標が設定されていること。 

 
(2) アウトプット目標及び達成状況 

 外部環境の変化及び当該研究開発により見込まれる社会的影響等を踏まえてアウト

プット指標・目標値を適切に※見直していたか。 
 最終目標は達成しているか。未達成の場合の根本原因分析や今後の見通しの説明は適

切だったか。 
 副次的成果や波及効果等の成果で評価できるものがあったか。 
 オープン・クローズ戦略や実用化・事業化の計画を踏まえて、必要な論文発表、特許

出願等が行われていたか。 
 

※ アウトプット目標を設定する上で考慮すべき事項 
 アウトカム達成のために必要なアウトプット指標・目標値及びその達成時期が設

定されていること。 
 技術的優位性、経済的優位性を確保できるアウトプット指標・目標値が設定されて

いること。 
 アウトプット指標・目標値の設定根拠が明確かつ妥当であること。 
 達成状況の計測が可能な指標（技術スペックと TRL※の併用）により設定されてい

ること。 
※TRL：技術成熟度レベル（Technology Readiness Levels）の略。 

 
３．マネジメント  

(1) 実施体制 
 実施者は技術力及び実用化・事業化能力を発揮したか。 
 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能していたか。 
 実施者間での連携、成果のユーザーによる関与など、実用化・事業化を目指した体制

となっていたか。 
 個別事業の採択プロセス（公募の周知方法、交付条件・対象者、採択審査の体制等）

は適切であったか。 
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 本事業として、研究開発データの利活用・提供方針等は、オープン・クローズ戦略等

に沿った適切なものであったか。また、研究者による適切な情報開示やその所属機関

における管理体制整備といった研究の健全性・公平性（研究インテグリティ）の確保

に係る取組をしたか。 
 

(2) 研究開発計画 
 アウトプット目標達成に必要な要素技術の開発は網羅され、要素技術間で連携が取れ

ており、スケジュールは適切に計画されていたか。 
 研究開発の進捗を管理する手法は適切であったか（WBS※1等）。進捗状況を常に関係

者が把握し、遅れが生じた場合、適切に対応していたか。 
※1 WBS：作業分解構造(Work Breakdown Structure)の略。 
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本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO）事業統括部が委員会の事務局として編集

しています。 
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＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載しています。 

（https://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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